
 

国立大学法人等の中期目標変更原案及び中期計画変更

案について 

 

国立大学法人等の中期目標の変更について２７法人から意見が、中期計画の変更に

ついて５０法人から変更案の提出があった。それぞれの変更内容については以下の通

り。 

 

○ 教育研究組織の設置等に伴う変更 ４２法人  目標・計画  （１～17 頁） 

・教育研究組織の設置・改組等に伴う変更 ３４法人 
（北海道教育、北見工業、宮城教育、秋田、山形、茨城、宇都宮、群馬、埼玉、千葉、 
東京医科歯科、横浜国立、新潟、長岡技術科学、金沢、愛知教育、三重、滋賀、京都、 
大阪、大阪教育、神戸、鳥取、島根、岡山、徳島、福岡教育、九州、佐賀、長崎、熊本、
宮崎、鹿児島、東海国立大学機構） 
 

・募集停止に伴う学部・研究科名の削除 １１法人 
（岩手、山形、茨城、筑波、一橋、福井、信州、愛知教育、広島、香川、琉球） 
 

○ 教育関係共同利用拠点の認定等に伴う変更 ５法人  目標 （18 頁） 
（北海道、東北、茨城、千葉、京都） 
 

 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供するための変更 ２０法人  計画 （19～27 頁） 
（北海道、旭川医科、東北、宮城教育、茨城、筑波、東京、東京海洋、信州、三重、大阪、
大阪教育、神戸、広島、高知、福岡教育、鹿児島、奈良先端科学技術、自然科学研究機構、
東海国立大学機構） 

 

○ その他の変更 ５法人  計画  （28～30 頁） 

・学内組織・制度等の名称変更等に伴う変更 ４法人  計画  

（秋田、埼玉、京都、琉球） 
 

・その他 １法人  目標 （31 頁） 

（鳥取） 

資料１ 
国立大学法人評価委員会 

総会（第 66 回） 
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国立大学法人等の中期目標・計画変更案について 

○教育研究組織の設置等に伴う変更 ４２法人 

学部・研究科の設置等による入学定員の変更に伴う変更 ３４法人 

本文の変更 ２法人 

番

号 
法人名 

変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

69 
香川 
大学 

目標 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織  

１ 中期目標の期間  

  略 

２ 教育研究組織  

この中期目標を達成するため、別表１に記
載する教育学部、法学部、経済学部、医学
部、工学部、創造工学部、農学部、教育学
研究科、法学研究科、経済学研究科、医学
系研究科、工学研究科、農学研究科、連合
農学研究科及び地域マネジメント研究科を
置く。 
 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織  

１ 中期目標の期間  

  略 

２ 教育研究組織  

この中期目標を達成するため、別表１に記載する
教育学部、法学部、経済学部、医学部、創造工学
部、農学部、教育学研究科、法学研究科、経済学
研究科、医学系研究科、工学研究科、農学研究科、
連合農学研究科及び地域マネジメント研究科を置
く。 

 
工学部の平成 30
年度募集停止に
より、令和３年度
の収容定員が 0人
となるため。 

91 
東海国立
大学機構 

目標 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 

平成 28 年 4月～令和 4年 3月 

 

 ２ 教育研究組織 

この中期目標を達成するため、東

海機構は、別表１に記載する各大学

の学部、研究科及び別表２に記載す

る各大学の共同利用・共同研究拠

点、教育関係共同利用拠点を置く。 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 

平成 28 年 4月～令和 4年 3月 

 

 ２ 教育研究組織 

この中期目標を達成するため、東海機構

は、別表１に記載する各大学の学部、研究

科等及び別表２に記載する各大学の共同利

用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点

を置く。 

 

社会システム経
営学環を令和 3年
度に設置するこ
とに伴う変更 
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別表の変更 ３４法人 

番
号 

法人名 
変更
区分 現行 変更案 変更理由 

02 
北海道
教育 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

研 

究 

科 

教育学

研究科 

260 人 

（うち修士課程    170人） 

（ 専門職学位課程  90人） 
 

別表（収容定員） 

研 

究 

科 

教育学

研究科 

219 人  

 （うち修士課程    94 人） 

（  専門職学位課程 125 人） 
 

教育学研究科の入学

定員改定のため 

 

07 
北見 
工業 
大学 

計画 

別表（収容定員） 
 

工学研究科 

248 人 

 うち博士前期課程 224 人 

   博士後期課程 24 人 

別表（収容定員） 
 

工学研究科 

256 人 

 うち博士前期課程 232 人 

   博士後期課程 24 人 

大学院工学研究科博

士前期課程の改組に

伴う定員増加のため 

11 
宮城 
教育 
大学 

計画 

別表（収容定員） 
 

研究科 

大学院教育学研究科    114 人 

（うち修士課程   50 人） 

（うち専門職学位課程 64 人） 

別表（収容定員） 
 

研究科 

大学院教育学研究科    109 人 

  （うち修士課程     25 人） 

  （うち専門職学位課程  84 人） 

大学院教育学研究科

の修士課程（２専攻

）を廃止し、専門職

学位課程（教職大学

院）に一本化するた

め。 

12 
秋田 
大学 

目標 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

国際資源学研究科 

教育学研究科 

医学系研究科 

理工学研究科 

 
 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科
及
び
研
究
科
等
連
係
課
程
実
施
基
本
組
織 

国際資源学研究科 

教育学研究科 

医学系研究科 

理工学研究科 

先進ヘルスケア工学院（R3 設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

令和３年度の先進ヘ

ルスケア工学院の設

置に伴う変更のた

め。 

計画 

別表（収容定員） 

大
学
院 

国際資源学研究科      110 人 

（うち博士前期課程 80 人） 

（うち博士後期課程 30 人） 

教育学研究科         52 人 

（うち修士課程 12 人） 

（うち専門職学位課程 40 人） 

医学系研究科       163 人 

（うち修士課程 10 人） 

（うち博士前期課程 24 人） 

（うち博士後期課程 9 人） 

（うち博士課程 120 人） 

理工学研究科            330 人 

（うち博士前期課程 300 人） 

（うち博士後期課程 30 人） 

 

別表（収容定員） 

大
学
院
及
び
研
究
科
等
連
係
課
程
実
施
基
本
組
織 

国際資源学研究科          110 人 

（うち博士前期課程 80 人） 

（うち博士後期課程 30 人） 

教育学研究科               52 人 

（うち修士課程 12 人） 

（うち専門職学位課程 40 人） 

医学系研究科       163 人【内3人】 

（うち修士課程 10 人【内3人】） 

（うち博士前期課程 24 人） 

（うち博士後期課程 9 人） 

（うち博士課程 120 人） 

理工学研究科      330 人【内7人】 

（うち博士前期課程 300 人【内7人】） 

（うち博士後期課程 30 人） 

先進ヘルスケア工学院    【10 人】 

（うち修士課程【10 人】） 

 

【内 人】は，研究科等連係課程実施

基本組織に活用する収容定員を示す。 
 

令和３年度に先進ヘ

ルスケア工学院が設

置されることに伴

い，同年度末時点の

収容定員を変更する

ため。 

なお，先進ヘルスケ

ア工学院（修士課

程）に記載の収容定

員10名は１学年分で

あり，医学系研究科

修士課程の３名及び

理工学研究科（博士

前期課程）７名を活

用するものである。 
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番
号 

法人名 
変更
区分 現行 変更案 変更理由 

13 
山形 
大学 

目標 

別表１ 

研

究

科 

社会文化システム研究科 

地域教育文化研究科 

 

別表１ 

研 

究 

科 

社会文化システム研究科（R3募集停止） 

地域教育文化研究科（R3募集停止） 

社会文化創造研究科（R3設置） 
 

令和3年4月から、社

会文化システム研究

科並びに地域教育文

化研究科を改組し、

新たに社会文化創造

研究科を設置するた

め 

計画 

別表（収容定員） 

学

部 

人文社会科学部        1,200人 

人文学部              0人 

地域教育文化学部         700人 

理学部              840人 

医学部              950人 

（うち医師養成に係る分野 700人） 

工学部            2,600人 

農学部             660人 

研

究

科 

社会文化ｼｽﾃﾑ研究科       24人 

（うち修士課程     24人） 

地域教育文化研究科      28人 

（うち修士課程    28人） 

 

 

医学系研究科                174人  

うち博士課程   104人 

         博士前期課程  44人 

         博士後期課程  26人 

理工学研究科                591人  

うち博士前期課程 528人 

          博士後期課程  63人 

有機材料ｼｽﾃﾑ研究科             200人  

うち博士前期課程 170人 

          博士後期課程  30人 

農学研究科                72人 

（うち修士課程    72人） 

教育実践研究科   40人 

（うち専門職学位課程 40人） 
 

別表（収容定員） 

学

部 

人文社会科学部        1,200人 

（削除） 

地域教育文化学部         700人 

理学部              840人 

医学部              958人 

（うち医師養成に係る分野 708人） 

工学部            2,600人 

農学部             660人 

研

究

科 

社会文化ｼｽﾃﾑ研究科              12人 

（うち修士課程     12人） 

地域教育文化研究科             14人 

（うち修士課程     14人） 

社会文化創造研究科             24人 

（うち修士課程    24人） 

医学系研究科                  174人  

うち博士課程    104人 

博士前期課程  44人 

         博士後期課程  26人 

理工学研究科                584人  

うち博士前期課程  521人 

          博士後期課程  63人 

有機材料ｼｽﾃﾑ研究科             213人  

うち博士前期課程  183人 

博士後期課程   30人 

農学研究科                 68人 

（うち修士課程    68人） 

教育実践研究科               40人 

（うち専門職学位課程 40人） 
 

・人文学部について

は、中期目標別表１

から削除することに

伴う変更。 

・医学部については

、令和３年度までの

期間を付した地域の

医師確保等の観点か

らの医学部入学定員

の暫定増に伴う収容

定員の変更。 

・社会文化システム

研究科並びに地域教

育文化研究科を改組

し、新たに社会文化

創造研究科を設置し

たことによる収容定

員の変更。 

・理工学研究科につ

いては、専攻の改組

を行ったことに伴う

収容定員の変更。 

・有機材料システム

研究科については、

入学定員増を行った

ことによる収容定員

の変更。 

・農学研究科につい

ては、専攻の改組を

行ったことに伴う収

容定員の変更。 

15 
茨城 
大学 計画 

別表（収容定員） 

学 

部 

人文学部            0人 

人文社会科学部       1,440人 

教育学部          1,100人 

理学部            828人 

（編入8人を含む） 

工学部           2,220人 

（編入40人を含む） 

農学部            660人 

（編入20人を含む） 

研

究

科 

人文社会科学研究科      50人 

うち修士課程 50人 

教育学研究科         104人 

        うち修士課程 74人 

     うち専門職学位課程 30人 

理工学研究科         810人 

      うち博士前期課程 696人 

      うち博士後期課程 114人 

農学研究科                   96人 

               うち修士課程 96人 

 

別表（収容定員） 

学 

部 

（削除） 

人文社会科学部             1,440人 

教育学部                1,100人 

理学部                  828人 

（編入8人を含む） 

工学部                 2,220人 

（編入40人を含む） 

農学部                  660人 

（編入20人を含む） 

研

究

科 

人文社会科学研究科           56人 

うち修士課程 56人 

教育学研究科                 95人 

               うち修士課程 37人 

         うち専門職学位課程 58人 

理工学研究科                810人 

          うち博士前期課程 696人 

          うち博士後期課程 114人 

農学研究科                   96人 

               うち修士課程 96人 

 
 

【学部名の削除】 

平成29年度に実施し

た人文社会科学部の

改組に伴い、旧学部

である人文学部の収

容定員が０人となっ

たため。 

【人文社会科学研究

科及び教育学研究科

改組に伴う収容定員

の変更】 

令和３年度に実施す

る人文社会科学研究

科及び教育学研究科

の改組に伴い、収容

定員を変更するため 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

18 
宇都宮
大学 

目標 

別表１（学部、研究科等） 

研

究

科 

地域創生科学研究科 

国際学研究科 

教育学研究科 

工学研究科 

【東京農工大学大学院連合農学研究科

（博士後期課程）の参加校である。】 

 

別表１（学部、研究科等） 

研

究

科 

地域創生科学研究科 

国際学研究科（R3 募集停止） 

教育学研究科 

工学研究科（R3 募集停止） 

【東京農工大学大学院連合農学研究科

（博士後期課程）の参加校である。】 

 

大学院改組（地域創

生科学研究科に博士

後期課程を設置）の

ため 

計画 

別表（収容定員） 

研

究

科 

 

地域創生科学研究科     ６７０人  

 修士課程    ６７０人 

 

 

国際学研究科          ９人 

   博士後期課程   ９人 

教育学研究科         ３６人  

専門職学位課程 ３６人 

工学研究科          ９０人  

博士後期課程  ９０人 

 
 

別表（収容定員） 

研

究

科 

 

地域創生科学研究科       ６９５人 

うち博士前期課程 ６７０人 

        博士後期課程  ２５人 

 

国際学研究科                ６人 

博士後期課程   ６人 

教育学研究科               ３６人 

専門職学位課程 ３６人 

工学研究科                ６０人 

 博士後期課程  ６０人 

 
 

大学院改組（地域創

生科学研究科に博士

後期課程を設置）の

ため 

19 
群馬 
大学 

目標 

別表１（学部、研究科等） 

学 

部 

共同教育学部（R2 設置） 

教育学部（R2 募集停止） 

 

社会情報学部 

医学部 

理工学部 
 

別表１（学部、研究科等） 

学 

部 

共同教育学部（R2 設置） 

教育学部（R2 募集停止） 

情報学部（R3 設置） 

社会情報学部（R3 募集停止） 

医学部 

理工学部 
 

情報学部の設置及び

社会情報学部の廃止

に伴う変更 

計画 

別表（収容定員） 

学 

部 
共同教育学部       ３８０人 

教育学部         ４４０人 

 

社会情報学部       ４４０人 

医学部        １，３８３人 

  （うち医師養成に係る分野 ７２３人） 

理工学部       ２，１６０人 

 

研 
 

究 
 

科 

教育学研究科       ４０人 

     うち修士課程     ０人 

       専門職学位課程 ４０人 

社会情報学研究科     ２８人 

    （うち修士課程    ２８人） 

医学系研究科      ２５８人 

     うち修士課程    ３０人 

       博士課程   ２２８人 

保健学研究科      １３０人 

     うち修士課程   １００人 

       博士課程    ３０人 

 
 

別表（収容定員） 

学 

部 

共同教育学部      ３８０人 

教育学部        ４４０人 

情報学部        １７０人 

社会情報学部      ３４０人 

医学部       １，３８３人 

 （うち医師養成に係る分野 ７２３人） 

理工学部      ２，０９０人 

 

研 
 

究 
 

科 

教育学研究科       ４０人 

         （削除）  

    （うち専門職学位課程 ４０人） 

社会情報学研究科     ２８人 

    （うち修士課程    ２８人） 

医学系研究科      ２５８人 

     うち修士課程    ３０人 

       博士課程   ２２８人 

保健学研究科      １３０人 

     うち修士課程   １００人 

       博士課程    ３０人 

 
 

 

情報学部の設置に伴

う変更 

 

 

情報学部の設置に伴

う変更 

 

 

情報学部の設置及び

理工学部の改組に伴

う変更 

  



5 
 

番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

20 
埼玉 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

研

究

科 

人文社会科学研究科 208 人 

うち博士前期課程 160 人 

博士後期課程 48 人 

教育学研究科 124 人 

うち修士課程   84 人 

専門職学位課程 40 人 

理工学研究科        984 人 

うち博士前期課程 816 人 

博士後期課程 168 人 
 

別表（収容定員） 

研

究

科 

人文社会科学研究科 208 人 

うち博士前期課程  160 人 

博士後期課程 48 人 

教育学研究科 114 人 

うち修士課程 42 人 

専門職学位課程       72 人 

理工学研究科 984 人 

うち博士前期課程 816 人 

博士後期課程 168 人 
 

令和３年度におけ

る教育学研究科の

改組に伴う収容定

員の変更。 

21 
千葉 
大学 

 
計画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

人文公共学府       141人【10人】 

 うち博士前期課程     96人【10人】 

   博士後期課程     45人 

専門法務研究科      120人 

（うち専門職学位課程   120人） 

教育学研究科 

 うち修士課程      118人 

 専門職学位課程    40人 

融合理工学府      1,522人 

うち博士前期課程   1,528人 

博士後期課     264人 

園芸学研究科        264人 

 うち博士前期課程    210人 

 博士後期課      54人 

医学薬学府        671人 

 うち修士課程      154人 

 ４年博士課程    472人 

後期３年博士課程   45人 

看護学研究科        132人 

 うち修士課程        36人 

 博士前期課程      50人 

 博士後期課程          36人 

 ５年一貫制博士課程    10人 

総合国際学位プログラム 【10人】 

（うち修士課程     【10人】） 

 

【】は、研究科等連係課程実施基本組織に活

用する収容定員を示す。 

 
 

別表（収容定員） 

研
究
科 

人文公共学府      141人【10人】 

 うち博士前期課程    96人【10人】 

   博士後期課     45人 

専門法務研究科     120人 

（うち専門職学位課程  120人） 

教育学研究科 

 うち修士課程     118人 

 専門職学位課程   40人 

融合理工学府     1,522人 

うち博士前期課程  1,528人 

博士後期課程   264人 

園芸学研究科       264人 

 うち博士前期課程   210人 

 博士後期課程    54人 

医学薬学府       671人 

 うち修士課程     154人 

 ４年博士     472人 

後期３年博士課程  45人 

看護学研究科      136人 

 うち修士課程      24人 

 博士前期課     65人 

 博士後期課程      39人 

 ５年一貫制博士課程  8人 

総合国際学位プログラム 【10人】 

（うち修士課程     【10人】） 

 

【】は、研究科等連係課程実施基本組織

に活用する収容定員を示す。 

 
 

看護学研究科の改

組、入学定員増に

伴う変更のため。 

23 

東京 
医科 
歯科 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部   ９８９人 

（うち医師養成に係る分野６２９人） 

歯学部   ４７３人 

（うち歯科医師養成に係る分野３１８人） 

研
究
科 

医歯学総合研究科     １０９２人 

（うち修士課程    ２５７人 

博士課程    ８３５人） 

保健衛生学研究科       ７５人 

（うち修士課程      ０人  

博士課程     ７５人） 

 

別表（収容定員） 

学

部 

医学部   ９８９人 

（うち医師養成に係る分野６２９人） 

歯学部   ４６７人 

（うち歯科医師養成に係る分野３１８人） 

研

究

科 

医歯学総合研究科    １０９２人 

（うち修士課程   ２５７人 

    博士課程    ８３５人） 

保健衛生学研究科         ７３人    

（削除）   

（うち博士課程      ７３人） 

 

・歯学部口腔保健

学科口腔保健衛生

学専攻における３

年次編入学試験の

廃止に伴い、収容

定員を変更する。 

 

・大学院保健衛生

学研究科共同災害

看護学専攻の学生

募集停止に伴い、

収容定員を変更す

る。 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

33 
横浜 
国立 
大学 

目標 

別表1（学部，研究科（学府含む）） 

 

研究科（学府

含む） 

 

 

 

 

 

 

教育学研究科 

国際社会科学府 

理工学府 

環境情報学府  

都市イノベーション学府 

 

東京学芸大学大学院連合学校

教育学研究科（参加校） 

 

別表1（学部，研究科（学府含む）・研究科等連係課

程実施基本組織） 

研究科（学府

含む）・研究

科等連係課程

実施基本組織 

 

 

 

 

教育学研究科 

国際社会科学府 

理工学府 

環境情報学府  

都市イノベーション学府 

先進実践学環（R3設置） 

東京学芸大学大学院連合学校

教育学研究科（参加校） 

 

令和 3年度 

先進実践学環の設

置に伴う変更 

計画 

別表（収容定員） 

学

部 

 

 

 

 

教育学部     920人 

(うち教員養成に係る分野 920人) 

経済学部     982人 

経営学部   1,148人 

理工学部   2,636人 

都市科学部 1,008人 

研

究

科(

学

府

含

む) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育学研究科          200人 

(うち修士課程      170人 

  専門職学位課程      30人 ) 

国際社会科学府        316人 

(うち博士課程(前期) 226人 

博士課程(後期)  90人 

専門職学位課程  0人) 

理工学府 847人 

(うち博士課程(前期) 724人 

博士課程(後期) 123人) 

環境情報学府 445人 

(うち博士課程(前期) 346人 

博士課程(後期)  99人) 

都市イノベーション学府 246人 

(うち博士課程(前期) 210人 

     博士課程(後期)  36人) 

 

 

 

 

 

別表（収容定員） 

学

部 

 

 

 

 

教育学部      890人 

(うち教員養成に係る分野 890人) 

経済学部    1,002人 

経営学部    1,158人 

理工学部    2,636人 

都市科学部  1,008人 

研

究

科

(

学

府

含

む

)

・

研

究

科

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

 

教育学研究科         176人 

(うち修士課程      101人 

  専門職学位課程      75人 ) 

国際社会科学府 335人【内19人】 

(うち博士課程(前期)  245人【内19人】 

博士課程(後期)  90人） 

  （削除） 

理工学府             852人【内5人】 

(うち博士課程(前期)  729人【内5人】 

博士課程(後期)  123人) 

環境情報学府         454人【内9人】 

(うち博士課程(前期)  355人【内9人】 

博士課程(後期)  99人) 

都市イノベーション学府 255人【内9人】 

(うち博士課程(前期)  219人【内9人】 

     博士課程(後期)  36人) 

先進実践学環        【42人】 

(うち修士課程     【42人】) 

 

※【内 人】は、研究科等連係課程実施基

本組織に活用する収容定員を示す。 

 

令和３年度 

入学定員見直しに

伴う変更 

 

令和３年度 

教育学研究科の組

織改編に伴う変更 

 

令和３年度 

国際社会科学府専

門職学位課程の収

容定員が存在しな

くなることに伴う

変更 

 

令和３年度 

国際社会科学府、

理工学府、環境情

報学府及び都市イ

ノベーション学府

の収容定員の変更

は、先進実践学環（

研究科等連係課程

実施基本組織）の

設置に伴う変更 

 

令和３年度 

先進実践学環（研

究科等連係課程実

施基本組織）の設

置に伴う変更 

34 
新潟 
大学 

計画 

別表（収容定員）  

学

部 

人文学部         ８８２人 

教育学部         ８００人 

（うち教員養成に係る分野 ８００人） 

法学部          ７１０人 

経済学部         ６４０人 

経済科学部        ７００人 

理学部          ８２０人 

医学部        １，４３７人 

（うち医師養成に係る分野 ７５７人） 

歯学部          ３５７人 

（うち歯科医師養成に係る分野 

             ２６５人） 

工学部        ２，１６０人 

農学部             ７２０人 

創生学部         ２６０人 
 

別表（収容定員）  

学

部 

人文学部         ８８２人 

教育学部         ８００人 

（うち教員養成に係る分野 ８００人） 

法学部          ７１０人 

経済学部         ６４０人 

経済科学部        ７００人 

理学部          ８２０人 

医学部        １，４４２人 

（うち医師養成に係る分野 ７６２人） 

歯学部          ３５７人 

（うち歯科医師養成に係る分野 

             ２６５人） 

工学部        ２，１６０人 

農学部             ７２０人 

創生学部         ２６０人 
 

令和３年度までの

期間を付した地域

の医師確保等の観

点からの医学部入

学定員の暫定増に

伴う収容定員の変

更 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

35 

長岡 
技術 
科学 
大学 

目標 

別表１（学部、研究科等） 

研究科 
工学研究科 

技術経営研究科 
 

別表１（学部、研究科等） 

研究科 
工学研究科 

技術経営研究科（R3 募集停止） 
 

技術経営研究科に

設置しているシス

テム安全専攻に関

して、令和３年度

工学研究科システ

ム安全工学専攻の

設置が認められた

ことにより、技術

経営研究科を廃止

する。 

計画 

別表（収容定員） 

研究科 

工学研究科      ９５８人 

 う ち ５ 年 一 貫 制 博 士 課 程   ７５人  

う ち 修 士 課 程 ８０８人 

 う ち 博 士 後 期 課 程  ７５人 

技術経営研究科      ３０人 

う ち 専 門 職 学 位 課 程  ３０人 
 

別表（収容定員） 

研究科 

工学研究科       ９７３人 

 う ち ５ 年 一 貫 制 博 士 課 程    ７５人 

う ち 修 士 課 程     ８２３人 

 う ち 博 士 後 期 課 程   ７５人 

技術経営研究科          １５人 

う ち 専 門 職 学 位 課 程    １５人 
 

技術経営研究科に

設置しているシス

テム安全専攻の募

集停止及び工学研

究科システム安全

工学専攻の設置に

伴い、入学定員を

変更する。 

38 
金沢 
大学 

目標 

別表 1（学域、研究科） 

学域 

 

人間社会学域 

理工学域 

医薬保健学域 
 

表 1（学域、研究科） 

学域 

融合学域（R3 設置） 

人間社会学域 

理工学域 

医薬保健学域 
 

令和 3 年 4 月 1 日

付の融合学域設置

に伴う変更 

計画 

別表（収容定員） 

学域 

 

人間社会学域 

（うち教員養成に係る分野 

理工学域 

医薬保健学域 

（うち医師養成に係る分野 

 

2,920 人 

 400 人 ） 

2,536 人 

1,927 人 

697 人 ） 

 
 

別表（収容定員） 

学域 

融合学域 

人間社会学域 

（うち教員養成に係る分野 

理工学域 

医薬保健学域 

（うち医師養成に係る分野 

 55 人 

2,883 人 

 385 人 ） 

2,521 人 

1,924 人 

697 人 ） 
 

令和 3 年 4 月 1 日

付の以下の改組等

に伴う変更 

 

・融合学域の設置 

・人間社会学域（教

員養成に係る分野

を含む）の収容定

員減 

・理工学域の収容

定員減 

・医薬保健学域の

改組に伴う収容定

員の変更（医師養

成に係る分野を除

く） 

46 
愛知 
教育 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

学 

部 

教育学部          3,460 人 

（うち教員養成に係る分野  2,940 人） 

研

究

科 

教育学研究科         312 人 

うち専門職学位課程      240 人 

修士課程          60 人 

後期３年博士課程      12 人 

 

教育実践研究科         0 人 

（うち専門職学位課程      0 人） 

 
 

別表（収容定員） 

学 

部 

教育学部          3,454 人 

（うち教員養成に係る分野  2,934 人） 

研

究

科 

教育学研究科         312 人 

うち専門職学位課程      240 人 

修士課程          60 人 

後期３年博士課程      12 人 

 

（削除） 

 

 

令和３年４月の教

育学部改組に伴う

収容定員の変更及

び令和２年４月の

大学院改組に伴う

令和３年度の教育

実践研究科の収容

定員に基づく変更 

49 
三重 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

 

研

究

科 

 

教育学研究科        ８２人 

うち修士課程    ５４人 

   専門職学位課程 ２８人   

 

別表（収容定員） 

 

研

究

科 

 

教育学研究科        ６６人 

うち修士課程    ２７人 

   専門職学位課程 ３９人 

 

教職大学院改組に

よる入学定員及び

収容定員変更のた

め。 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

50 
滋賀 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

研

究

科 

教育学研究科       １１０人 

       うち修士課程    ７０人 

専門職学位課程 ４０人 

経済学研究科         ７６人 

うち博士前期課程  ６４人 

 博士後期課程  １２人 

データサイエンス研究科     ４６人 

うち博士前期課程  ４０人 

博士後期課程   ６人 

 
 

別表（収容定員） 

研

究

科 

教育学研究科        ９０人 

          うち修士課程    ３５人 

専門職学位課程 ５５人 

経済学研究科        ７６人 

うち博士前期課程  ６４人 

 博士後期課程  １２人 

データサイエンス研究科    ６６人 

うち博士前期課程  ６０人 

  博士後期課程   ６人 

 
 

教育学研究科改組

に伴う収容定員の

変更。 

データサイエンス

研究科博士前期課

程の収容定員の変

更。 

52 
京都 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

大

学

院 

経済学研究科             ２１５人 

うち修士課程       １４０人 

  博士後期課程      ７５人 

 

医学研究科           １，０１２人 

うち修士課程       １３８人 

  博士課程 

（医学、京都大学・マギル大学ゲノム医学国

際連携）         ６８０人 

  博士後期課程 

（社会健康医学、医科学、人間健康科学） 

１２６人 

  専門職学位課程（社会健康医学） 

                        ６８人  
 

別表（収容定員） 

大

学

院 

経済学研究科             ２２３人 

うち修士課程       １４８人 

  博士後期課程      ７５人 

 

医学研究科           １，０４３人 

うち修士課程       １５９人 

  博士課程 

（医学、京都大学・マギル大学ゲノム医学国

際連携）         ６８０人 

  博士後期課程 

（社会健康医学、医科学、人間健康科学） 

１３６人 

  専門職学位課程（社会健康医学） 

６８人 
 

◯経済学研究科修

士課程における専

攻設置に伴う学生

定員の変更 

 

 

○医学研究科修士

課程及び博士後期

課程における入学

定員増に伴う学生

定員の変更 

  



9 
 

番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

55 
大阪 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

研 

究 

科 

文学研

究科 

３１１人 

うち修士課程      ３８人 

博士課程（前期） １５０人 

博士課程（後期） １２３人 

人間科

学研究

科 

３０４人 

うち博士課程（前期） １７８人 

博士課程（後期） １２６人 

法学研

究科 

１０６人 

うち博士課程（前期）  ７０人 

博士課程（後期）  ３６人 

経済学

研究科 

２４１人 

うち博士課程（前期  １６６人 

博士課程（後期）  ７５人 

理学研

究科 

９１０人 

うち博士課程（前期 ）５３２人  

博士課程（後期）  ３７８人 

医学系

研究科 

９５９人 

うち修士課程      ４０人 

博士課程（前期）  １６２人 

博士課程（後期）   ６９人 

博士課程      ６８８人 

歯学研

究科 

１７５人 

うち博士課程     １７５人 

薬学研

究科 

２５０人 

うち博士課程（前期） １５０人 

博士課程（後期）   ６０人 

博士課程       ４０人 

工学研

究科 

２，１７４人 

うち博士課程（前期）１，６２２人 

博士課程（後期）  ５５２人 

基礎工

学研究

科 

７４４人 

うち博士課程（前期）  ５３４人 

博士課程（後期）  ２１０人 

言語文

化研究

科 

２１８人 

うち博士課程（前期）  １３４人 

博士課程（後期）   ８４人 

国際公

共政策

研究科 

１３３人 

うち博士課程（前期）   ７０人 

博士課程（後期）   ６３人 

情報科

学研究

科 

３７５人 

うち博士課程（前期）  ２４６人 

博士課程（後期）  １２９人 

生命機

能研究

科 

２７５人 

うち博士課程     ２７５人 

高等司

法研究

科 

２４０人 

うち専門職学位課程  ２４０人 

大阪大

学・金

沢 大

学・浜

松医科

大学・

千葉大

学・福

井大学

連合小

児発達

学研究

科 

４５人 

うち博士課程（後期）  ４５人 

 

別表（収容定員） 

研 

究 

科 

文学研

究科 

３１１人 

うち修士課程        ３８人 

博士課程（前期）   １５０人 

博士課程（後期）   １２３人 

人間科

学研究

科 

３０４人 

うち博士課程（前期）   １７８人 

博士課程（後期）   １２６人 

法学研

究科 

１０６人 

うち博士課程（前期）    ７０人 

博士課程（後期）    ３６人 

経済学

研究科 

２４１人 

うち博士課程（前期）   １６６人 

博士課程（後期）    ７５人 

理学研

究科 

９１０人 

うち博士課程（前期）   ５３２人 

博士課程（後期）   ３７８人 

医学系

研究科 

９５９人 

うち修士課程        ４０人 

博士課程（前期）   １６２人 

博士課程（後期）    ６９人 

博士課程       ６８８人 

歯学研

究科 

１７５人 

うち博士課程         １７５人 

薬学研

究科 

２５０人 

うち博士課程（前期）     １５０人  

博士課程（後期）      ６０人 

博士課程           ４０人 

工学研

究科 

２，１７４人 

うち博士課程（前期） １，６２２人 

博士課程（後期）   ５５２人 

基礎工

学研究

科 

７４４人 

うち博士課程（前期）    ５３４人 

博士課程（後期）   ２１０人 

言語文

化研究

科 

２１８人 

うち博士課程（前期）   １３４人 

博士課程（後期）    ８４人 

国際公

共政策

研究科 

１３３人 

うち博士課程（前期）    ７０人 

博士課程（後期）    ６３人 

情報科

学研究

科 

４１２人 

うち博士課程（前期）   ２８３人 

博士課程（後期） １２９人 

生命機

能研究

科 

２７５人 

うち博士課程       ２７５人 

高等司

法研究

科 

２４０人 

うち専門職学位課程    ２４０人 

大阪大

学・金

沢 大

学・浜

松医科

大学・

千葉大

学・福

井大学

連合小

児発達

学研究

科 

４５人 

うち博士課程（後期）    ４５人 

 

令和３年度に行う

情報科学研究科博

士前期課程各専攻

（情報数理学、コ

ンピュータサイエ

ンス、情報システ

ム工学、情報ネッ

トワーク学、マル

チメディア工学、

バイオ情報工学）

の入学定員数の増

に伴う変更。 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

56 
大阪 
教育 
大学 

計画 

別表（収容定員） 
 

研

究

科 

教育学研究科    122 人 

（うち修士課程 122 人） 

 連合教職実践研究科 300 人    

（うち専門職学位課程 300 人 ） 

別表（収容定員） 
 

研

究

科 

教育学研究科    111 人 

（うち修士課程 111 人） 

連合教職実践研究科 300 人    

（うち専門職学位課程 300 人） 

大学院改組による

収容定員の変更の

ため 

58 
神戸 
大学 

目標 

別表１（学部・研究科等） 

学 

部 

文学部 
国際人間科学部 
法学部 
経済学部 
経営学部 
理学部 
医学部 
工学部 
農学部 
海事科学部 

 
 

別表１（学部・研究科等） 

学 

部 

文学部 
国際人間科学部 
法学部 
経済学部 
経営学部 
理学部 
医学部 
工学部 
農学部 
海事科学部（R3募集停止） 
海洋政策科学部（R3設置） 

 

令和 3 年 4 月よ
り、海事科学部を
廃止し、新たに
「海洋政策科学
部」を設置するた
め。 
 

計画 

別表（収容定員） 

学 

部 

文学部       ４００人 

国際人間科学部 １，５００人 

法学部       ７６０人 

経済学部    １，１２０人 

経営学部    １，０８０人 

理学部       ６６２人 

医学部     １，３３７人 

(うち医師養成に係る分野６９７人) 

工学部     ２，３００人 

農学部       ６６０人 

海事科学部     ８２０人 

 
 

別表（収容定員） 

学 

部 

文学部       ４００人 

国際人間科学部 １，５００人 

法学部       ７６０人 

経済学部    １，１２０人 

経営学部    １，０８０人 

理学部       ６６２人 

医学部     １，３３７人 

(うち医師養成に係る分野６９７人) 

工学部     ２，３００人 

農学部       ６６０人 

海事科学部     ６２０人 

海洋政策科学部   ２００人 
 

令和３年４月より

、海事科学部を廃

止し、新たに「海

洋政策科学部」を

設置するため。 

62 
鳥取 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

 

研 

 

究 

 

科 

持続性社会創生科学研究科 ５０２人 

（うち修士課程  ５０２人） 

医学系研究科       ２３４人 

 うち修士課程   ８２人 

   博士課程  １５２人 

工学研究科         ６３人 

（うち博士課程   ６３人） 

連合農学研究科       ５７人 

（うち博士課程   ５７人） 

共同獣医学研究科      １５人 

（うち博士課程   １５人） 
 

別表（収容定員） 

 

研 

 

究 

 

科 

持続性社会創生科学研究科 ５０２人 

（うち修士課程  ５０２人） 

医学系研究科       ２２６人 

 うち修士課程   ８２人 

   博士課程  １４４人 

工学研究科         ６３人 

（うち博士課程   ６３人） 

連合農学研究科       ５７人 

（うち博士課程   ５７人） 

共同獣医学研究科      ２０人 

（うち博士課程   ２０人） 
 

（研究科） 

令和2年度におけ

る､医学系研究科

の改組（医科学専

攻の設置）に伴う

収容定員の変更 

 

令和元年度に設置

した､共同獣医学

研究科の完成に伴

う収容定員の変更 
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番
号 

法人名 
変更 
区分 

現行 変更案 変更理由 

63 
島根 
大学 

目標 

別表１（学部、研究科等） 

研

究

科 

人文社会科学研究科 

 

教育学研究科 

医学系研究科 

自然科学研究科 

（鳥取大学大学院連合農学研究科に参加） 

総合理工学研究科（R2 募集停止） 
 

別表１（学部、研究科等） 

研

究

科 

人文社会科学研究科（R3 募集停止） 

人間社会科学研究科（R3 設置） 

教育学研究科 

医学系研究科 

自然科学研究科 

（鳥取大学大学院連合農学研究科に参加） 

総合理工学研究科（R2 募集停止） 
 

令和3年度におけ

る、人間社会科学

研究科の設置に伴

う人文社会科学研

究科の募集停止。 

 

計画 

別表（収容定員） 

研

究

科 

人文社会科学研

究科 24人 

 

 

 

 

 

教育学研究科  

50人  

 

医学系研究科 

180人 

 

自然科学研究科 

430人 

 

総合理工学研

究科（R2募集

停止）       

12人 

 

（うち修士課程 24 人） 

 

 

 

 

 

 

（うち修士課程 16 人  

専門職学位課 34 人） 

 

（うち博士前期課程 54 人） 

博士後期課程 126 人） 

 

（うち博士前期課 400 人） 

（うち博士後期課程 30 人） 

 

（うち博士後期課程 12 人） 

 

 

別表（収容定員） 

研

究

科 

人文社会科学

研究科（R3募

集停止）12人 

 

人間社会科学

研究科 25人 

 

教育学研究科        

45人  

 

医学系研究科  

180人 

 

自然科学研究

科   430人 

 

総合理工学研

究科（R2募集

停止）       

12人 

 

（うち修士課程  12 人） 

 

 

 

（うち修士課程  25 人） 

 

 

（うち修士課程  8 人） 

専門職学位課程  37 人） 

 

（うち博士前期課 54 人） 

博士後期課程 126 人） 

 

（うち博士前期課 400 人） 

（うち博士後期課 30 人） 

  

（うち博士後期課程 12 人） 

 

 

令和３年度におけ

る、人間社会科学

研究科の設置に伴

う人文社会科学研

究科及び教育学研

究科修士課程の募

集停止。 

64 
岡山 
大学 

目標 

別表（学部、研究科等） 

学 

 

部 

 工学部 

 環境理工学部 

 農学部 

 

別表（学部、研究科等） 

学 

 

部 

 工学部 

 環境理工学部（R3 募集停止） 

 農学部 

 

工学部と環境理工

学部の再編改組に

よる変更 

 

計画 

別表（収容定員） 

学部 

（略） 

  理学部           ６００人 

  医学部          １３８３人 

（略） 

  工学部          １９００人 

  環境理工学部       ６００人 

（略） 

 

    ①学部の計      ９３７６人 

 

研究科 

（略）  

 ⑤研究科の計 ２６８１人 

 

 ①＋⑤【合計】 １２０５７人 

別表（収容定員） 

学部 

（略） 

  理学部           ６１０人 

  医学部          １３６３人 

（略） 

  工学部          ２０５０人 

  環境理工学部       ４５０人 

（略） 

 

    ①学部の計      ９３６６人 

 

研究科 

（略）  

 ⑤研究科の計 ２６８１人 

 

 ①＋⑤【合計】 １２０４７人 

・理学部３年次編

入学の入学定員改

定に伴う変更 

・医学部保健学科

３年次編入学の募

集停止に伴う変更 

・工学部、環境理

工学部の再編改組

に伴う変更 
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番
号 

法人名 
変更
区分 現行 変更案 変更理由 

67 
徳島 
大学 計画 

別表（収容定員） 

研 

 
究 
 

科 
 
及 

 
び 
 

教 
 
育 

 
部 

創成科学研究科  修士課程 750人 

総合科学教育部 12人  

うち 修士課程  0人 

 博士課程  12人
  

医科学教育部 224人  

うち 修士課程  20人 

 博士課程 204人
  

口腔科学教育部 88人  

うち 修士課程  10  

 博士課程  78人
  

薬科学教育部 116人  

うち 修士課程  70人 

 博士課程  46人
  

栄養生命科学教育部 71人  

うち 修士課程  44人 

 博士課程  27人
  

保健科学教育部 69人  

うち 修士課程  54人 

 博士課程  15人
  

先端技術科学教育部 129人  

うち 修士課程   0人 

 博士課程 129人
  

 

別表（収容定員） 

研 
 

究 
 
科 

 
及 
 

び 
 
教 

 
育 
 

部 

創成科学研究科  修士課程 750人  

総合科学教育部  （削除） 
博士課程  12人 

 
 

医科学教育部 224人  

うち 修士課程  20人  

 博士課程 204人  

 

口腔科学教育部 

 

88人  

うち 修士課程  10人  

 博士課程  78人  

 
薬科学教育部 

 
116人  

うち 修士課程  70人  

 博士課程  46人  

 
栄養生命科学教育部 

 
71人  

うち 修士課程  44人  

 博士課程  27人  

 
保健科学教育部 

 
69人  

うち 修士課程  54人  

 博士課程  15人  

 

先端技術科学教育部 

 

（削除） 
博士課程 129人  

 

 

令和２年度の創成

科学研究科（修士

課程）の設置によ

り、募集停止とし

た総合科学教育部

及び先端技術科学

教育部（修士課程

）の収容定員が、

令和３年度に０人

となることに伴う

変更 

72 
福岡 
教育 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科 160人 

        うち修 士 課 程   80人 

         専 門 職 学 位 課 程 80人 

 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科 130人 

        うち修 士 課 程   40人 

         専 門 職 学 位 課 程 90人 

 

教育学研究科の改

組（教員養成機能

の専門職学位課程

への全面移行）に

伴い、収容定員を

変更するもの。 

  



13 
 

番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

73 
九州 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

学
府 

人文科学府  187人 

 

 

地球社会統合科学

府 225人 

 

人間環境学府 370人 

 

 

 

法学府    185人 

 

 

法務学府  135人 

 

 

経済学府  256人 

 

 

 

理学府   429人 

 

 

数理学府  168人 

 

 

システム生命科学

府 270人 

 

医学系学府 592人 

 

 

 

 

歯学府   172人 

 

薬学府   166人 

 

 

 

工学府  1,123人 

 

 

芸術工学府 330人 

 

 

システム情報科学

府 415人 

 

総合理工学府    

508人 

 

生物資源環境科学

府 719人 

 

統合新領域学府   

164人 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

専門職学位課程

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち専門職学

位課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

専門職学位課程

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち博士課程 

(５年一貫制) 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

博士課程 

専門職学位課程

 

うち博士課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

博士課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

112 

75 

 

120 

105 

 

190 

120 

60 

 

134 

51 

 

135 

 

 

94 

72 

90 

 

288 

141 

 

108 

60 

 

270 

 

 

94 

30 

428 

40 

 

172 

 

110 

36 

20 

 

778 

345 

 

240 

90 

 

280 

135 

 

328 

180 

 

488 

231 

 

122 

42 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

 

 

人 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

 

 

人 

人 

人 

人 

 

人 

 

人 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

別表（収容定員） 
 

学
府 

人文科学府 187人 

 

 

地球社会統合科学

府 225人 

 

人間環境学府 

370人 

 

 

法学府  185人 

 

 

法務学府 135人 

 

 

経済学府 256人 

 

 

 

理学府  429人 

 

 

数理学府 168人 

 

 

システム生命科学

府 270人 

 

医学系学府 592人 

 

 

 

 

歯学府  172人 

 

薬学府  166人 

 

 

 

工学府 1,148人 

 

 

芸術工学府 330人 

 

 

システム情報科学

府 445人 

 

総合理工学府    

518人 

 

生物資源環境科学

府 719人 

 

統合新領域学府   

164人 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

専門職学位課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち専門職学

位課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

専門職学位課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち博士課程 

(５年一貫制) 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

博士課程 

専門職学位課程 

 

うち博士課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

博士課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

 

うち修士課程 

博士後期課程 

112 

75 

 

120 

105 

 

190 

120 

60 

 

134 

51 

 

135 

 

 

94 

72 

90 

 

288 

141 

 

108 

60 

 

270 

 

 

94 

30 

428 

40 

 

172 

 

110 

36 

20 

 

805 

343 

 

240 

90 

 

310 

135 

 

336 

182 

 

488 

231 

 

122 

42 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

 

 

人 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

 

 

人 

人 

人 

人 

 

人 

 

人 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

 

人 

人 

工学系学府（工

学府、システム

情報科学府及び

総合理工学府）

の改組に伴う変

更 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

75 
佐賀 
大学 

目標 

別表１（学部、研究科等） 

研究科 

学校教育学研究科 

地域デザイン研究科 

医学系研究科 

先進健康科学研究科 

理工学研究科 

工学系研究科 

農学研究科 

（鹿児島大学大学院連合農学研究科参加校 

別表１（学部、研究科等） 

研究科 

学校教育学研究科 

地域デザイン研究科 

医学系研究科 

先進健康科学研究科 

理工学研究科 

工学系研究科（R3募集停止） 

農学研究科 

（鹿児島大学大学院連合農学研究科参加校） 

令和３年度におけ

る理工学研究科

(博士後期課程)の

設置に伴う，工学

系研究科（博士後

期課程）の募集停

止。 

 

計画 

別表（収容定員） 

研究科 

学校教育学研究科 40人（うち専門職学位課程 40人） 

地域デザイン研究科  40人  （うち修士課程 40人） 

医学系研究科       100人  （うち修士課程  0人） 

       （  博士課程 100人） 

先進健康科学研究科 104人（うち修士課程 104人） 

理工学研究科       334人（うち修士課程 334人） 

             

工学系研究科        72人（うち博士前期課程 0人） 

（  博士後期課程 72人） 

農学研究科          64人（うち修士課程 64人） 

別表（収容定員） 

研究科 

学校教育学研究科 40人（うち専門職学位課程 40人） 

地域デザイン研究科     40人（うち修士課程 40人） 

医学系研究科          100人（削除） 

     （うち博士課程 100人） 

先進健康科学研究科 104人（うち修士課程 104人） 

理工学研究科   354人（うち博士前期課程 334人） 

          （  博士後期課程 20人） 

工学系研究科                   48人（削除） 

              （うち博士後期課程 48人） 

農学研究科          64人（うち修士課程 64人） 

令和３年度におけ

る理工学研究科(

博士後期課程)の

設置に伴う，工学

系研究科（博士後

期課程）の募集停

止。 

76 
長崎 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

研

究

科 

多文化社会学研究科   26 人 

うち博士前期課程  20 人 

博士後期課程  6 人 

教育学研究科     56 人 

うち専門職学位課程 56 人 

経済学研究科     39 人 

うち博士前期課程  30 人 

博士後期課程  9 人 

工学研究科      510 人 

うち博士前期課程 440 人 

博士後期課程  45 人 

博士課程    25 人 

水産・環境科学総合研究科  181 人 

うち博士前期課程 120 人 

博士後期課程  36 人 

博士課程    25 人 

医歯薬学総合研究科 542 人 

うち修士課程    60 人 

博士課程   380 人 

博士前期課程  72 人 

博士後期課程  30 人 

熱帯医学・グローバルヘルス研究科 92 人 

うち修士課程    62 人 

博士後期課程   30 人 
 

別表（収容定員） 

研

究

科 

多文化社会学研究科  26 人 

うち博士前期課程  20 人 

博士後期課程  6 人 

教育学研究科     56 人 

うち専門職学位課程 56 人 

経済学研究科     39 人 

うち博士前期課程  30 人 

博士後期課程  9 人 

工学研究科      510 人 

うち博士前期課程 440 人 

博士後期課程  45 人 

博士課程    25 人 

水産・環境科学総合研究科  181 人 

うち博士前期課程 120 人 

博士後期課程  36 人 

博士課程    25 人 

医歯薬学総合研究科 552 人 

うち修士課程    70 人 

博士課程   380 人 

博士前期課程  72 人 

博士後期課程  30 人 

熱帯医学・グローバルヘルス研究科 92 人 

うち修士課程    62 人 

博士後期課程   30 人 
 

令和３年度以降に

おける修士課程の

入学定員増に伴う

変更（医歯薬学総

合研究科） 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

現行 変更案 変更理由 

77 
熊本 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

 

研

究

科 

等 

教育学研究科 60 人 

うち修士課程 0 人 

専門職学位課程 60 人 

社会文化科学教育部 191 人 

うち博士前期課程 146 人 

博士後期課程 45 人 

自然科学教育部 1,060 人 

うち博士前期課程 886 人 

博士後期課程 174 人 

医学教育部 392 人 

うち修士課程 40 人 

博士課程 352 人 

保健学教育部 66 人 

うち博士前期課程 48 人 

博士後期課程 18 人 

薬学教育部 132 人 

うち博士前期課程 70 人 

博士後期課程 30 人 

博士課程 32 人 
 

別表（収容定員） 

 

研

究

科 

等 

教育学研究科 60 人 

    （削除） 

うち専門職学位課程 60 人 

社会文化科学教育部 184 人 

うち博士前期課程 139 人 

博士後期課程 45 人 

自然科学教育部 1,060 人 

うち博士前期課程 886 人 

博士後期課程 174 人 

医学教育部 392 人 

うち修士課程 40 人 

博士課程 352 人 

保健学教育部 66 人 

うち博士前期課程 48 人 

博士後期課程 18 人 

薬学教育部 132 人 

うち博士前期課程 70 人 

博士後期課程 30 人 

博士課程 32 人 
 

令和２年度に教育

学研究科を改組し

たことに伴う収容

定員の変更 

令和３年度に社会

文化科学教育部を

改組することに伴

う収容定員の変更 

79 
宮崎 
大学 

計画 

別表（収容定員） 

 

学

部 

 

教育学部    480人（うち教員養成に係る

分野480人） 

医学部     920人（うち医師養成に係る

分野660人） 

工学部    1,500人 

農学部    1,200人（うち獣医師養成に係

る分野180人） 

地域資源創成学部  360人 

 

研

究

科 

 

教育学研究科  40人  うち修士課程  0人 

          専門職学位課程 40人 

看護学研究科 20人  うち修士課程 20人 

 

工学研究科  268人 うち修士課程 268人 

 

農学研究科  136人 うち修士課程 136人 

 

地域資源創成学研究科 10人   

うち修士課程  10人 

 

農学工学総合研究科 48人   

うち博士後期課程 48人 

 

医学獣医学総合研究科 112人   

うち修士課程 20人 

                博士課程 92人 
 

別表（収容定員） 

 

学

部 

 

教育学部    480人（うち教員養成に係る

分野480人） 

医学部     910人（うち医師養成に係る

分野660人） 

工学部    1,500人 

農学部    1,200人（うち獣医師養成に係

る分野180人） 

地域資源創成学部  360人 

 

研

究

科 

 

教育学研究科  40人       （削除） 

          専門職学位課程 40人 

看護学研究科  20人  うち修士課程 20人 

 

工学研究科  268人 うち修士課程   268人 

 

農学研究科  136人 うち修士課程  136人 

 

地域資源創成学研究科  10人  

    うち修士課程  10人 

 

農学工学総合研究科  48人   

うち博士後期課程  48人 

 

医学獣医学総合研究科 112人   

うち修士課程 20人 

                博士課程 92人 
 

令和３年度に行う

医学部看護学科の

編入学生募集停止

に伴う変更 

80 
鹿児島
大学 計画 

別表（収容定員） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

研

究

科 

 

人文社会科学研究科  74人 

            うち修士課程 56人 

                博士課程 18人 

教育学研究科        76人 

            うち修士課程  44人 

       うち専門職学位課程 32人 

保健学研究科         62人 

            うち修士課程  44人 

                博士課程  18人 

理工学研究科        644人 

            うち修士課程 572人 

                博士課程  72人 

農林水産学研究科    202人 

          （うち修士課程 202人） 

医歯学総合研究科    220人 

            うち修士課程 20人 

                博士課程 200人 

臨床心理学研究科     30人 

          （うち専門職学位課程 30人） 

共同獣医学研究科   24人 

      （うち博士課程 24人） 

連合農学研究科      69人 

（うち博士課程  69人） 

別表（収容定員） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研

究

科 

 

人文社会科学研究科  74人 

            うち修士課程 56人 

                博士課程 18人 

教育学研究科        58人 

            うち修士課程  22人 

       うち専門職学位課程 36人 

保健学研究科         62人 

            うち修士課程  44人 

                博士課程  18人 

理工学研究科        644人 

            うち修士課程 572人 

                博士課程  72人 

農林水産学研究科    202人 

          （うち修士課程 202人） 

医歯学総合研究科    220人 

            うち修士課程 20人 

                博士課程 200人 

臨床心理学研究科     30人 

          （うち専門職学位課程 30人） 

共同獣医学研究科   24人 

      （うち博士課程 24人） 

連合農学研究科      69人 

（うち博士課程  69人） 

教育学研究科にお

ける教育実践総合

専攻廃止及び学校

教育実践高度化専

攻（教職大学院）

入学定員増に伴う

収容定員の変更 
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番
号 

法人名 
変更
区分 現行 変更案 変更理由 

91 

東海 
国立 
大学 
法人 
機構 

目標 

別表１（学部、研究科） 

 【岐阜大学】 

学

部 

教育学部 

地域科学部 

医学部 

工学部 

応用生物科学部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

別表１（学部、研究科等） 

 【岐阜大学】 

学

部 

及

び

学

部

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

教育学部 

地域科学部 

医学部 

工学部 

応用生物科学部 

社会システム経営学環（R3 設置） 

 

社会システム経営

学環を令和 3 年度

に設置することに

伴う変更 

計画 

別表（収容定員） 

 

 【岐阜大学】 

学

部 

教育学部 

 

 

地域科学部 

医学部 

 

 

工学部 

応 用 生 物

科学部 

1,000 人 

（うち 教員養成に係る分野 

1,000 人） 

420 人 

980 人 

（うち 医師養成に係る分野   

660 人） 

2,100 人 

840 人 

（うち 獣医師養成に係る

分野 180 人） 

 

 

 

 

 

 

 
 

別表（収容定員） 

 【岐阜大学】 

学

部 

及

び

学

部

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

教育学部 

 

 

地域科学部 

医学部 

 

 

工学部 

応用生物

科学部 

 

社会シス

テム経営

学環 

970 人 

（うち 教員養成に係る分野 

 970 人） 

420 人 

980 人 

（うち 医師養成に係る分野   

660 人） 

2,120 人【内 20 人】 

850 人【内 10 人】 

（うち 獣医師養成に係る分野 

180 人） 

 

【30 人】 

 

【内 人】は、学部等連係課程

実施基本組織に活用する収容定

員を示す。 
 

・教育学部学校教

育教員養成課程の

入学定員を30人減

することに伴う変

更 

・社会システム経

営学環を設置する

ことに伴い、工学

部、応用生物科学

部の入学定員をそ

れぞれ 20 人、10 人

増することによる

変更 

・社会システム経

営学環を令和３年

度に設置すること

に伴う変更 
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・募集停止に伴う学部・研究科名の削除 １１法人 

番
号 

法人名 変更区分 学部・研究科名 

9 岩手大学 目標・計画 工学研究科 

13 山形大学 目標・計画 人文学部 

15 茨城大学 目標・計画 人文学部 

16 筑波大学 目標・計画 教育研究科 

32 一橋大学 目標・計画 
商学研究科 
国際企業戦略研究科 

39 福井大学 目標・計画 教育学研究科 

41 信州大学 目標・計画 
人文科学研究科 
経済・社会政策科学研究科 

46 愛知教育大学 目標・計画 教育実践研究科 

65 広島大学 目標・計画 生物圏科学研究科 

69 香川大学 目標・計画 工学部 

82 琉球大学 目標・計画 
法文学部 
観光産業科学部 
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○教育関係共同利用拠点の認定等に伴う変更 ５法人 

番 法人名 
変更 

区分 

変更内容 

変更前 変更案 

01 
北海道
大学 

目標 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点） 

【共同利用・共同研究拠点】 

低温科学研究所 

電子科学研究所 

遺伝子病制御研究所 

触媒科学研究所 

 

スラブ・ユーラシア研究センター 

情報基盤センター 

人獣共通感染症リサーチセンター 

北極域研究センター 

 
 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点） 

【共同利用・共同研究拠点】 

低温科学研究所 

電子科学研究所 

遺伝子病制御研究所 

触媒科学研究所 

人獣共通感染症国際共同研究所 

スラブ・ユーラシア研究センター 

情報基盤センター 

（削除） 

北極域研究センター 

 
 

10 
東北 
大学 

目標 

別表２（国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・共同研

究拠点、教育関係共同利用拠点） 

（教育関係共同利用拠点） 

教職員の組織的な研修等の共同利用拠点 

（東北大学高度教養教育・学生支援機構） 

食と環境のつながりを学ぶ複合生態フィールド

教育拠点 

（東北大学川渡フィールドセンター） 

海洋生物を活用した多元的グローバル教育推進

共同利用拠点 

（東北大学大学院生命科学研究科附属浅虫海洋

生物学教育研究センター） 

 
 

別表２（国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・共同研究拠

点、教育関係共同利用拠点） 

（教育関係共同利用拠点） 

大学教育イノベーション人材開発拠点 

（東北大学高度教養教育・学生支援機構） 

食と環境のつながりを学ぶ複合生態フィールド教育拠

点 

（東北大学川渡フィールドセンター） 

次世代の海洋人材を育む多様な海洋生物学教育推進拠

点 

（東北大学大学院生命科学研究科附属浅虫海洋生物学

教育研究センター） 

 
 

15 
茨城 
大学 目標 

別表２（教育関係共同利用拠点） 

湖沼環境・生態系と人の関わりを多角的に理解する

水圏環境科学フィールド教育拠点 

（広域水圏環境科学教育研究センター） 

 

別表２（教育関係共同利用拠点） 

湖沼環境・生態系と人の関わりを多角的に理解する水圏環

境科学フィールド教育拠点 

（地球・地域環境共創機構水圏環境フィールドステーショ

ン） 
 

21 
千葉 
大学 目標 

別表２（共同利用・共同研究拠点及び教育関係共同利用拠点） 

【共同利用・共同研究拠点】 

 環境リモートセンシング研究センター 

 真菌医学研究センター 

【教育関係共同利用拠点】 

 看護学教育研究共同利用拠点（大学院看護学研

究科附属看護実践研究指導センター） 

 教職員の組織的な研修等の共同利用拠点（教育

・学修支援専門職養成）（アカデミック・リンク

・センター） 

 
 

別表２（共同利用・共同研究拠点及び教育関係共同利用拠点） 

【共同利用・共同研究拠点】 

 環境リモートセンシング研究センター 

 真菌医学研究センター 

【教育関係共同利用拠点】 

 看護学教育研究共同利用拠点（大学院看護学研究院

附属看護実践・教育・研究共創センター） 

 教職員の組織的な研修等の共同利用拠点（教育・学

修支援専門職養成）（アカデミック・リンク・センタ

ー） 

 
 

52 
京都 
大学 

目標 

別表２（国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・共同研

究拠点、教育関係共同利用拠点） 

【教育関係共同利用拠点】 

次世代の農と食とエネルギーを創るグリーンエネ

ルギーファーム教育拠点  

（京都大学大学院農学研究科附属農場） 

  
 

別表２（国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・共同研究拠

点、教育関係共同利用拠点） 

【教育関係共同利用拠点】 

近未来の“農”を展望する『食とエネルギーを創るグリ

ーンエネルギーファーム』教育拠点 

（京都大学大学院農学研究科附属農場） 
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○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供するための変更 ２０法人 

番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

01 
北海道
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１．重要な財産を譲渡する計画 
・ 北方生物圏フィールド科学センター森林
圏ステーション北管理部中川研究林の土地の
一部（北海道中川郡音威子府村・中川町 
226,000 ㎡）を譲渡する。 
・ 北方生物圏フィールド科学センター水圏
ステーション室蘭臨海実験所の土地（北海道
室蘭市母恋南町 1丁目 74 番 2、母恋北町 3丁
目 68 番 152 56,140 ㎡）を譲渡する。 
・ 北方生物圏フィールド科学センター森林
圏ステーション北管理部雨龍研究林の土地の
一部（北海道雨竜郡幌加内町字母子里 
302.42 ㎡）を譲渡する。 
・ 北方生物圏フィールド科学センター森林
圏ステーション北管理部雨龍研究林の土地の
一部（北海道雨竜郡幌加内町字母子里 
1,421.48 ㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１．重要な財産を譲渡する計画 

・ 北方生物圏フィールド科学センター森
林圏ステーション北管理部中川研究林の土
地の一部（北海道中川郡音威子府村・中川町 
226,000 ㎡）を譲渡する。 
・ 北方生物圏フィールド科学センター水
圏ステーション室蘭臨海実験所の土地（北海
道室蘭市母恋南町 1丁目 74 番 2、母恋北町 3
丁目 68 番 152 56,140 ㎡）を譲渡する。 
・ 北方生物圏フィールド科学センター森
林圏ステーション北管理部雨龍研究林の土
地の一部（北海道雨竜郡幌加内町字母子里 
302.42 ㎡）を譲渡する。 
・ 北方生物圏フィールド科学センター森
林圏ステーション北管理部雨龍研究林の土
地の一部（北海道雨竜郡幌加内町字母子里 
1,421.48 ㎡）を譲渡する。 
・ 水産学部附属練習船１隻（北海道函館市 
うしお丸 179 トン）を譲渡する。 

うしお丸の代
船建造が決定
し，代船の竣
工予定である
令和４年３月
末以降の使用
計画がないた
め。 

06 
旭川 
医科 
大学 

計画 

Ⅷ.重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
該当なし 

Ⅷ.重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 

・職員宿舎の土地（北海道旭川市緑が丘 2条
4丁目 7番、8番、10 番 2号 4,101.49 平方
メートル）を譲渡する。 

当該宿舎は空
き家となって
おり、資産の
有効活用が出
来ていない状
況であり、今
後有効活用の
見込みがない
ことから譲渡
するもの。 

10 
東北 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画  
１．重要な財産を譲渡する計画  
・雨宮地区(宮城県仙台市青葉区堤通雨宮町
10 番  3) 92,746.19 ㎡を譲渡する。 
・旧名取ボート艇庫跡地(宮城県名取市下増
田字屋敷 10 番 1) 1,863.00 ㎡を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画  
１．重要な財産を譲渡する計画  

・雨宮地区(宮城県仙台市青葉区堤通雨宮町
10 番 3) 92,746.19 ㎡を譲渡する。 
・旧名取ボート艇庫跡地(宮城県名取市下増
田字屋敷 10 番 1) 1,863.00 ㎡を譲渡する。  
・船舶 1 隻(宮城県牡鹿郡女川町小乗二丁目
10 番地の 1、19 トン)を譲渡する。 

船舶につい
て、今後使用
する計画が
なく、建造か
ら 20 年が経
過している
ため老朽化
が進んでお
り、維持管理
に必要な経
費を捻出す
ることも困
難であるこ
とから譲渡
をすること
としたため。 

11 
宮城 
教育 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１．重要な財産を譲渡する計画 
なし 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１．重要な財産を譲渡する計画 

女子学寮の土地（水の森団地、宮城県仙台市
青葉区水の森二丁目7番10号 5,272.82㎡）
を譲渡する。 

学生寄宿舎
整備計画に
基づく学寮
機能の集約
化に伴い、女
子学寮用地
を譲渡する
ため。 
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番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

15 
茨城 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

（１） 三の丸団地（教育学部附属小学校、附

属幼稚園（茨城県水戸市三の丸２丁目６番８

号））の土地の一部（１３，３２５．７３㎡）

を譲渡する。 

（２） 工学部（茨城県日立市中成沢町４丁目

１２番１号）の土地の一部（１，３４０㎡）を

譲渡する。 

（３） 東原団地（茨城県水戸市東原３丁目３

番３２号 外２）の土地の一部（４，２５７㎡）

及び建物の一部（４７４．６３㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

（１） 三の丸団地（教育学部附属小学校、

附属幼稚園（茨城県水戸市三の丸２丁目６番

８号））の土地の一部（１３，３２５．７３

㎡）を譲渡する。 

（２） 工学部（茨城県日立市中成沢町４丁

目１２番１号）の土地の一部（１，３４０㎡

）を譲渡する。 

（３） 東原団地（茨城県水戸市東原３丁目

３番３２号 外２）の土地の一部（４，２５

７㎡）及び建物の一部（４７４．６３㎡）を

譲渡する。 

（４）三の丸団地（教育学部附属小学校、附

属幼稚園（茨城県水戸市三の丸２丁目６番８

号））の土地の一部（３３７．６２㎡）を譲

渡する。 

（５）大子町団地（茨城県久慈郡大子町大字

下野宮５６５３番１０号）の土地の全部（２

０，０００．２３㎡）及び建物の全部（５７

８．４６㎡）を譲渡する。 

【三の丸団地

】 

歴史的風致維

持向上計画に

基づき、三の

丸周辺地区の

景観整備事業

を行う、水戸

市からの用地

の譲渡要望に

応じるため。 

【大子町団地

】 

大子町団地に

は、学生・教

職員等の利用

に供する大子

合宿研修所を

設置している

が、施設の老

朽化による維

持・更新費用

が、財政面の

厳しさから捻

出が困難であ

るなどの理由

により当該財

産を譲渡する

ものである。 

16 
筑波 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・並木３丁目職員宿舎の宅地（土地）及び６０

１号棟外５８棟（建物）（茨城県つくば市並木

３－７－１ ２９，３１３．３２㎡）を譲渡す

る。 

・並木４丁目職員宿舎の宅地（土地）及び９

１５号棟外３３棟（建物）（茨城県つくば市

並木４－１１ ２８，４２３．７６㎡）を譲

渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・並木３丁目職員宿舎の宅地（土地）及び６

０１号棟外５８棟（建物）（茨城県つくば市並

木３－７－１ ２９，３１３．３２㎡）を譲渡

する。 

・並木４丁目職員宿舎の宅地（土地）及び９１

５号棟外３３棟（建物）（茨城県つくば市並木

４－１１ ２８，４２３．７６㎡）を譲渡す

る。 

・並木２丁目職員宿舎の宅地（土地）及び１０

１号棟外２４棟（建物）（茨城県つくば市並木

２－７－１ ２０，１９１．２２㎡）を譲渡す

る。 

・松代５丁目宿泊施設の宅地（土地）及び５

３３号棟外１０棟（建物）（茨城県つくば市

松代５－１２－３ ９，３７８．８３㎡）を

譲渡する。 

老朽化に伴
う利用率の
低下等によ
り、用途廃止
した当該土
地及び建物
については、
今後も有効
活用の見込
みがないこ
とから、財産
の譲渡が適
切と判断し
たため。 

22 
東京 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・ 大学院農学生命科学研究科附属緑地植物実

験所の土地の全部（千葉県千葉市花見川区畑

町1487-1外 47,139.17㎡）を譲渡する。  

・ 検見川第二職員宿舎の隣接地（千葉県千葉

市花見川区浪花町1010外 6,673.92㎡）を譲

渡する。 

・ 白金学寮の土地の全部（東京都港区白金

四丁目464-1外 2,453.55㎡）を譲渡する。 

・ 大気海洋研究所国際沿岸海洋研究センター

の土地の一部（岩手県上閉伊郡大槌町赤浜二

丁目106-10 9,552.97㎡）を譲渡する。 

・ 大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市西達

布 6,316.91㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１.重要な財産を譲渡する計画 

・ 大学院農学生命科学研究科附属緑地植物

実験所の土地の全部（千葉県千葉市花見川区

畑町1487-1外 47,139.17㎡）を譲渡する。  

・ 検見川第二職員宿舎の隣接地（千葉県千

葉市花見川区浪花町1010外 6,673.92㎡）を

譲渡する。 

・ 白金学寮の土地の全部（東京都港区白金

四丁目464-1外 2,453.55㎡）を譲渡する。 

・ 大気海洋研究所国際沿岸海洋研究センタ

ーの土地の一部（岩手県上閉伊郡大槌町赤浜

二丁目106-10 9,552.97㎡）を譲渡する。 

・ 大学院農学生命科学研究科附属演習林北

海道演習林の土地の一部（北海道富良野市西

達布 6,316.91㎡）を譲渡する。 

・千葉県から
の道路用地
としての譲
渡要望に応
じるため。 
 
・キャンパス
整備計画の
一環として
譲渡するた
め。 
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番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

・ 大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市6811-

1地先 415.66㎡）を譲渡する。 

・ 大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市6812-

1地先 973.97㎡）を譲渡する。 

・ 大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市西達

布 317.20㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市12032 

1,932.69㎡）を譲渡する。 

・野尻寮跡地の土地の全部（長野県上水内郡

信濃町大字野尻海端365外 2,725.46㎡）を譲

渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市字東

山4176-1地先 1,650.45㎡）を譲渡する。 

・柏キャンパスの土地の一部（千葉県柏市柏

の葉五丁目1-122 603.67㎡）を譲渡する。 

・地震研究所広島地震観測所アンテナ施設跡

地（広島県広島市安佐北区落合七丁目1408外 

603.48㎡）を譲渡する。 

・駒場第二職員宿舎の土地の一部（東京都目

黒区駒場三丁目865-6の一部 60㎡）を譲渡す

る。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市11663

地先 外 74.62㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属生態調和農

学機構の土地の一部（東京都西東京市北原町

三丁目2667番 外 3,475.60㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林田無

演習林の土地の一部（東京都西東京市緑町一

丁目2558番2 外 1,919.40㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市7279-

1地先 外 7,881.40㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市2564-

8地先 164.01㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林生態

水文学研究所の土地の一部（愛知県犬山市大

字今井字成沢91-12 1,913.14㎡）を譲渡する 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市字老

節布5601番 外3筆 640.11㎡）を譲渡する。 

・生産技術研究所附属千葉実験所跡地の土地

の一部（千葉県千葉市稲毛区弥生町 1-8 

30,859.07 ㎡）を譲渡する。 

・ 大学院農学生命科学研究科附属演習林北

海道演習林の土地の一部（北海道富良野市

6811-1地先 415.66㎡）を譲渡する。 

・ 大学院農学生命科学研究科附属演習林北

海道演習林の土地の一部（北海道富良野市

6812-1地先 973.97㎡）を譲渡する。 

・ 大学院農学生命科学研究科附属演習林北

海道演習林の土地の一部（北海道富良野市西

達布 317.20㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市

12032 1,932.69㎡）を譲渡する。 

・野尻寮跡地の土地の全部（長野県上水内郡

信濃町大字野尻海端365外 2,725.46㎡）を

譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市字東

山4176-1地先 1,650.45㎡）を譲渡する。 

・柏キャンパスの土地の一部（千葉県柏市柏

の葉五丁目1-122 603.67㎡）を譲渡する。 

・地震研究所広島地震観測所アンテナ施設跡

地（広島県広島市安佐北区落合七丁目1408外 

603.48㎡）を譲渡する。 

・駒場第二職員宿舎の土地の一部（東京都目

黒区駒場三丁目865-6の一部 60㎡）を譲渡す

る。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市

11663地先 外 74.62㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属生態調和農

学機構の土地の一部（東京都西東京市北原町

三丁目2667番 外 3,475.60㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林田無

演習林の土地の一部（東京都西東京市緑町一

丁目2558番2 外 1,919.40㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市

7279-1地先 外 7,881.40㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市

2564-8地先 164.01㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林生態

水文学研究所の土地の一部（愛知県犬山市大

字今井字成沢91-12 1,913.14㎡）を譲渡する

。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林北海

道演習林の土地の一部（北海道富良野市字老

節布5601番 外3筆 640.11㎡）を譲渡する。 

・生産技術研究所附属千葉実験所跡地の土地

の一部（千葉県千葉市稲毛区弥生町1-8 

30,859.07㎡）を譲渡する。 

・大学院農学生命科学研究科附属演習林千葉

演習林天津事務所の土地の一部（千葉県鴨川

市天津字龍ｹ尾761番1 110.82㎡）を譲渡す

る。 

・大学院農学生命科学研究科附属生態調和農

学機構の土地の一部（東京都西東京市緑町一

丁目2560番1 外 2,598.31㎡）を譲渡する。 
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番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

29 
東京 
海洋 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・ 海洋科学部附属練習船１隻（東京都中央
区 神鷹丸 649 トン）を譲渡する。 
・ 藤が岡宿舎の土地及び建物の全部（神奈
川県藤沢市藤が岡 3-24、土地：4,398.85 ㎡、
建物：3,463.2 ㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 

・ 海洋科学部附属練習船１隻（東京都中央
区 神鷹丸 649 トン）を譲渡する。 
・ 藤が岡宿舎の土地及び建物の全部（神奈
川県藤沢市藤が岡 3-24、土地：4,398.85 ㎡、
建物：3,463.2 ㎡）を譲渡する。 
・ 練習船２隻（東京都中央区 汐路丸 425ト
ン、東京都港区 青鷹丸 170 トン）を譲渡す
る。 

当該船舶は
ともに建造
から 33 年が
経過してお
り老朽化が
著しく、実習
や調査航海
等で十分な
対応ができ
ない状態に
ある。 
また、現在建
造中の「汐路
丸」代船（令
和 3年 6月竣
工予定）で
は、汐路丸及
び青鷹丸の
機能を統合
した新船と
なり、当該船
舶の譲渡に
よる業務運
営上の支障
は生じない
ため、譲渡が
適切と判断
した。 
 

41 
信州 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・蓼科高原研究所の土地及び建物(長野県茅野

市北山字南山栗平ヨリ三室大萱迄4035番地

1139外1筆)を譲渡する。 

・松本キャンパスの土地の一部(長野県松本市

旭3丁目696番1 233.65㎡)を譲渡する。 

・蟻ヶ崎東宿舎の土地(長野県松本市蟻ヶ崎2

丁目341番地）を譲渡する。 

・桐宿舎の土地(長野県松本市桐 1 丁目 1-8)

を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・蓼科高原研究所の土地及び建物(長野県茅

野市北山字南山栗平ヨリ三室大萱迄4035番地

1139外1筆)を譲渡する。 

・松本キャンパスの土地の一部(長野県松本

市旭3丁目696番1 233.65㎡)を譲渡する。 

・蟻ヶ崎東宿舎の土地(長野県松本市蟻ヶ崎2

丁目341番地）を譲渡する。 

・桐宿舎の土地(長野県松本市桐1丁目1-8)を

譲渡する。 

・県宿舎跡地の土地の一部（長野県松本市県

3丁目 1番 1号 430.71 ㎡）を譲渡する。 

県宿舎跡地
の市道隣接
部について，
松本市より
歩道設置の
ための譲渡
の申し入れ
があり，検討
の結果，有償
譲渡するこ
ととしたた
め 

49 
三重 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

・渋見宿舎の建物を処分し、更地となった土地

（三重県津市渋見町 763-35 外）を譲渡する。 

・美杉宿舎の土地及び建物（三重県津市美杉

町川上783-3）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

・渋見宿舎の建物を処分し、更地となった土

地（三重県津市渋見町 763-35 外）を譲渡する。 

・美杉宿舎の土地及び建物（三重県津市美杉

町川上 783-3）を譲渡する。 

・たんすい（実習船）（三重県志摩市志摩町

和具4190-172）を譲渡する。 

本学水産実
験所を志摩
市座賀島か
ら鳥羽市に
移転予定で
あり、現在の
ような離島
でなく、陸続
きで水産実
験所へ往来
できること
から、島への
上陸時に活
用していた
実習船「たん
すい」は不要
となり、ま
た、この実習
船を利用し
た実習や研
究を予定し
てないため。 
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番
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変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

55 
大阪 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・大学院言語文化研究科（箕面キャンパス）の

土地（建物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間

谷東８丁目 2734 番地 80,087.49 ㎡）を譲渡す

る。 

・ 本部事務機構（箕面キャンパス）の土地（建

物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８丁

目 2734 番地 55,280.87 ㎡）を譲渡する。 

・ 附属図書館（箕面キャンパス）の土地（建

物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８丁

目 2734 番地 2,817.48 ㎡）を譲渡する。 

・ サイバーメディアセンター（箕面キャンパ

ス）の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面市

粟生間谷東８丁目 2734 番地 372 ㎡）を譲渡す

る。 

・ 日本語日本文化教育センター（箕面キャン

パス）の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面

市粟生間谷東８丁目 2734 番地 1,842.2 ㎡）を

譲渡する。 

・ ひるぜんセミナーハウスの土地（建物含む）

（岡山県真庭市蒜山上福田字ビハ谷９２１番

３ 3,440 ㎡）を譲渡する。 

・ 宮山外国人教師宿舎の土地（建物含む）（大

阪府豊中市宮山町２丁目２６２番１３外 974

㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・大学院言語文化研究科（箕面キャンパス）

の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面市粟生

間谷東８丁目 2734 番地 80,087.49 ㎡）を譲

渡する。 

・ 本部事務機構（箕面キャンパス）の土地（建

物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８

丁目 2734 番地 55,280.87 ㎡）を譲渡する。 

・ 附属図書館（箕面キャンパス）の土地（建

物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８

丁目 2734 番地 2,817.48 ㎡）を譲渡する。 

・ サイバーメディアセンター（箕面キャンパ

ス）の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面市

粟生間谷東８丁目 2734 番地 372 ㎡）を譲渡

する。 

・ 日本語日本文化教育センター（箕面キャン

パス）の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面

市粟生間谷東８丁目 2734 番地 1,842.2 ㎡）

を譲渡する。 

・ ひるぜんセミナーハウスの土地（建物含

む）（岡山県真庭市蒜山上福田字ビハ谷９２

１番３ 3,440 ㎡）を譲渡する。 

・ 宮山外国人教師宿舎の土地（建物含む）（大

阪府豊中市宮山町２丁目２６２番１３外 974

㎡）を譲渡する。 

・桜の町宿舎（建物含む）（大阪府豊中市桜の

町３丁目１６９番１ 2181.87㎡）を譲渡する。 

施設・設備の
老朽化等か
ら、譲渡する
ことを決定
したため。 

56 
大阪 
教育 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

柏原キャンパスの土地の一部（大阪府柏原市

旭ヶ丘四丁目698番１，大阪府柏原市旭ヶ丘四

丁目1085番１ 968.42㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

・柏原キャンパスの土地の一部（大阪府柏原

市旭ヶ丘四丁目698番１，大阪府柏原市旭ヶ

丘四丁目1085番１ 968.42㎡）を譲渡する。 

・天王寺駐車場敷地の全部（大阪府大阪市天

王寺区南河堀町22番３ 1,421.61㎡）を譲渡

する。 

・池田第23号宿舎及び敷地の全部（大阪府池

田市緑丘１丁目338番２ 他２筆 土地：

3,669.16㎡ 建物：822.68㎡）を譲渡する。 

天王寺キャ
ンパスの施
設整備（産学
連携拠点）及
び「インフラ
長寿命化基
本計画」に基
づく大学全
体のインフ
ラ予防保全
等の施設整
備に伴う売
却のため 

58 
神戸 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・淀川団地の土地の一部（大阪府大阪市東淀

川区菅原1丁目759番、312.08㎡）を譲渡する

。 

・明石団地の土地の一部及び附属明石中学校

の建物の一部（兵庫県明石市山下町358番16号

、土地6,118.95㎡及び建物3,245.83㎡）を譲

渡する。 

・山の街団地の土地及び建物（兵庫県神戸市

北区緑町1丁目2番3号、土地243.84㎡及び建物

260.76㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・淀川団地の土地の一部（大阪府大阪市東淀

川区菅原1丁目759番、312.08㎡）を譲渡する

。 

・明石団地の土地の一部及び附属明石中学校

の建物の一部（兵庫県明石市山下町358番16

号、土地6,118.95㎡及び建物3,245.83㎡）を

譲渡する。 

・山の街団地の土地及び建物（兵庫県神戸市

北区緑町1丁目2番3号、土地243.84㎡及び建

物260.76㎡）を譲渡する。 

・大学院海事科学研究科附属練習船深江丸（

兵庫県神戸市、全長49.95ｍ）を譲渡する。 
 

深江丸の代
船建造が決
定し、代船の
運航開始予
定である令
和4年度以降
の使用計画
がないため。 
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65 
広島 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

１重要な財産を譲渡する計画 

（１）天水山団地の土地の一部（広島県広島

市東区牛田新町４丁目２２６番１０１ １１７

．６３㎡）を譲渡する。  

（２）廿日市団地の土地（広島県廿日市市地

御前５丁目２５８５番９３３２．７３㎡）を

譲渡する。 

（３）春日団地の土地の一部（広島県福山市

春日町５丁目３１５番１ ２１６．００㎡）

を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

１重要な財産を譲渡する計画 

（１）天水山団地の土地の一部（広島県広島

市東区牛田新町４丁目２２６番１０１ １１

７．６３㎡）を譲渡する。  

（２）廿日市団地の土地（広島県廿日市市地

御前５丁目２５８５番９３３２．７３㎡）を

譲渡する。 

（３）春日団地の土地の一部（広島県福山市

春日町５丁目３１５番１ ２１６．００㎡）

を譲渡する。 

（４）東広島団地の土地の一部（広島県東広

島市鏡山一丁目３１２番４ ５６４．４２㎡

）を譲渡する。 

東広島市か
ら，「広大中
央口」バス停
に交通結節
点を整備す
るため，用地
協力依頼が
あり，本学敷
地を譲渡す
るため。 

71 
高知 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

○重要な財産を譲渡する計画 

西町団地（事務局長宿舎）の土地及び建物（

高知県高知市西町40 番１ 285.81 ㎡）を譲渡

する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

○重要な財産を譲渡する計画 

・西町団地（事務局長宿舎）の土地及び建物

（高知県高知市西町40 番１ 285.81 ㎡）を

譲渡する。 

・宇佐東団地（野外活動施設）の土地及び建

物（高知県土佐市宇佐町宇佐東町浜3159番５

 3,963.69㎡）を譲渡する。 

・桜馬場団地（学長宿舎）の土地及び建物（

高知県高知市桜馬場7-5 367.26㎡）を譲渡す

る。 

・宇佐東団地
（野外活動
施設）の土地
及び建物は、
利用率の低
下、施設の危
険度（耐震不
足）、施設の
老朽化（屋上
防水シート
の腐食）の理
由により、利
用停止とし
ており、以
降、有効な活
用方法が見
込まれない
ため、保有資
産の見直し
により譲渡
するもの。 
・桜馬場団地
（学長宿舎）
の土地及び
建物は「津波
防災地域づ
くりに関す
る法律」第８
条第４項に
定められた
津波浸水想
定区域とな
っており、大
規模災害発
生時に学長
が宿舎から
大学本部に
参集出来で
きない可能
性があるこ
とから、津波
浸水想定地
域外の大学
本部に近い
場所に借上
宿舎を設置
した。それ以
降、桜馬場団
地は使用し
ていないた
め、保有資産
の見直しに
より譲渡す
るもの。 
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番
号 

法人名 
変更 

区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

72 
福岡 
教育 
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・附属小倉小中学校の土地の一部（福岡県北

九州市小倉北区下富野三丁目1050番５号 366

.69㎡）を譲渡する。 

・鳥飼宿舎跡地（福岡県福岡市中央区鳥飼二

丁目156番地 3,643.81㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・附属小倉小中学校の土地の一部（福岡県北

九州市小倉北区下富野三丁目1050番５号 36

6.69㎡）を譲渡する。 

・鳥飼宿舎跡地（福岡県福岡市中央区鳥飼二

丁目156番地 3,643.81㎡）を譲渡する。 

・久留米団地の一部（福岡県久留米市南一丁

目３番１号 3,378㎡）を譲渡する。 

当該敷地は，
久留米職員
宿舎敷地で
あって，当該
宿舎につい
ては，平成 30
年度第８回
役員会（平成
30 年９月 27
日実施）にお
いて，平成 
31 年度（令和
元年度）末を
もって廃止
し，敷地につ
いて売却す
ることを決
定したこと
によるもの。 

80 
鹿児島
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

（1) 農学部附属高隈演習林の土地の一部（鹿

児島県垂水市海潟3237、10,163㎡）を譲渡す

る。 

（2） 農学部附属高隈演習林の土地の一部（鹿

児島県垂水市海潟 3237、9,078 ㎡）を譲渡す

る。 

（3） 農学部附属佐多演習林の土地の一部（鹿

児島県肝属郡南大隅町佐多大字馬籠 349、

1,221 ㎡）を譲渡する。 

（4） 霧島リハビリテーションセンターの土地

及び建物（鹿児島県霧島市牧園町高千穂 3930

の 7、土地：18,140.28 ㎡、建物：5,147 ㎡）を

譲渡する。
 

（5） 附属病院の土地（医学部 A/敷地）の一

部（鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘 8丁目 35 番 1号、

2,342.57 ㎡）を譲渡する。 

（6）農学部附属佐多演習林の土地の一部（鹿

児島県肝属郡南大隅町佐多大字馬籠349、

751.19㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

（1）農学部附属高隈演習林の土地の一部（

鹿児島県垂水市海潟3237、10,163㎡）を譲渡

する。 

（2） 農学部附属高隈演習林の土地の一部（鹿

児島県垂水市海潟 3237、9,078 ㎡）を譲渡す

る。 

（3） 農学部附属佐多演習林の土地の一部（鹿

児島県肝属郡南大隅町佐多大字馬籠 349、

1,221 ㎡）を譲渡する。 

（4） 霧島リハビリテーションセンターの土

地及び建物（鹿児島県霧島市牧園町高千穂

3930 の 7、土地：18,140.28 ㎡、建物：5,147

㎡）を譲渡する。
 

（5） 附属病院の土地（医学部 A/敷地）の一

部（鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘 8 丁目 35 番 1

号、2,342.57 ㎡）を譲渡する。 

（6）農学部附属佐多演習林の土地の一部（

鹿児島県肝属郡南大隅町佐多大字馬籠349、

751.19㎡）を譲渡する。 

（7）農学部附属佐多演習林の土地の一部（

鹿児島県肝属郡南大隅町佐多大字馬籠349、

78.72㎡）を譲渡する。 

佐多演習林
内を縦断し
ている県道
566 号線（佐
多岬公園線）
の道路災害
防 除 ( 交 付
金)事業用地
として、鹿児
島県からの
要望に応じ、
譲渡するも
の。 

86 

奈良 
先端 
科学 
技術 

大学院
大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

・学園前職員宿舎の土地（建物含む）（奈良県

奈良市学園大和町5丁目724番2、3,222.40㎡）

を譲渡する。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

・学園前職員宿舎の土地（建物含む）（奈良県

奈良市学園大和町5丁目724番2、3,222.40㎡）

を譲渡する。 

・西ノ京職員宿舎の土地（建物含む）（奈

良県奈良市六条一丁目697番1ほか、

5,478.05㎡）を譲渡する。 

老朽化及び
利用率の低
下により、用
途を廃止す
る当該土地
及び建物に
ついては、今
後も有効活
用の見込み
がないこと
から、譲渡を
決定したた
め。 
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番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

88 

自然 
科学 
研究 
機構 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

①国立天文台岡山天体物理観測所職員宿舎跡

地及び駐車場跡地（岡山県浅口市鴨方町鴨方

２０ ３７－１及び２１７７－２）を譲渡す

る。 

②国立天文台野辺山宇宙電波観測所職員宿舎

の土地及び建物の一部（長野県南佐久郡南牧

村４６２－５）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

①国立天文台岡山天体物理観測所職員宿舎跡

地及び駐車場跡地（岡山県浅口市鴨方町鴨方

２０ ３７－１及び２１７７－２）を譲渡す

る。 

②国立天文台野辺山宇宙電波観測所職員宿舎

の土地及び建物の一部（長野県南佐久郡南牧

村４６２－５）を譲渡する。 

③野辺山研修所の土地及び建物（長野県南佐

久郡南牧村３１６－３４）を譲渡する。 

譲渡予定部
分は研修等
施設として
職員の研修
や福利厚生
を目的に利
用していた
が、平成２８
年度以降は
利用者数が
減少傾向に
あり、令和２
年度は新型
コロナウィ
ルスの感染
拡大防止の
観点から利
用を停止し
ている。コロ
ナ禍におい
て研修の新
たな在り方
や代替策が
検討されて
おり、今後は
更なる利用
者数の減少
が想定され
る中、地元自
治体から取
得要望があ
ったことか
ら、改めて費
用対効果を
含めた今後
の維持管理
に向けて、適
切な管理運
営の在り方
などを検討
した結果、取
得要望に応
じることが
妥当である
と判断し、譲
渡しようと
するもので
ある。 

91 

東海 
国立 
大学 
法人 
機構 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

【岐阜大学】 

・ 応用生物科学部附属岐阜フィールド科学

教育研究センター位山演習林の土地の一部

（岐阜県下呂市萩原町山之口字曲り木１７９

７番１（２，９９８．４３㎡））を譲渡す

る。 

【名古屋大学】 

・ 蓼科宿泊施設（高原気候医学研究所）の

跡地の全部（長野県茅野市北山 4035 番 31 外

１ 4,474.92 ㎡）を譲渡する。 

・ 佐久島観測所（全学共用教育研究施設）

の跡地の全部（愛知県西尾市一色町佐久島掛

梨 49-4 985.39 ㎡）を譲渡する。 

・ 豊川団地（宇宙地球環境研究所・豊川分

室）の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3丁

目 13 番地 約 95,000.00 ㎡）を譲渡する。 

・ 豊川団地（宇宙地球環境研究所・豊川分

室）の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3丁

目 13 番地 約 2,200.00 ㎡）を譲渡する。 

・ 中山町団地（外国人教師用宿泊施設）の

跡地の全部（愛知県名古屋市瑞穂区中山町 5

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

【岐阜大学】 

・ 応用生物科学部附属岐阜フィールド科学

教育研究センター位山演習林の土地の一部

（岐阜県下呂市萩原町山之口字曲り木１７９

７番１（２，９９８．４３㎡））を譲渡す

る。 

【名古屋大学】 

・ 蓼科宿泊施設（高原気候医学研究所）の

跡地の全部（長野県茅野市北山 4035 番 31 外

１ 4,474.92 ㎡）を譲渡する。 

・ 佐久島観測所（全学共用教育研究施設）

の跡地の全部（愛知県西尾市一色町佐久島掛

梨 49-4 985.39 ㎡）を譲渡する。 

・ 豊川団地（宇宙地球環境研究所・豊川分

室）の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3丁

目 13 番地 約 95,000.00 ㎡）を譲渡する。 

・ 豊川団地（宇宙地球環境研究所・豊川分

室）の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3丁

目 13 番地 約 2,200.00 ㎡）を譲渡する。 

・ 中山町団地（外国人教師用宿泊施設）の

跡地の全部（愛知県名古屋市瑞穂区中山町 5

次年度以降
に譲渡する
計画がある
ため 
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丁目 13 番地 1,147 ㎡）を譲渡する。 

・ 高田町団地（外国人教師用宿泊施設）の

跡地の全部（愛知県名古屋市瑞穂区高田町 5

丁目 5番地 490 ㎡）を譲渡する。 

・ 東郷自然観察園の土地の一部（愛知県愛

知郡東郷町大字春木字清水ケ根 4126 番 1 外 

3,716 ㎡）を譲渡する。 

・ 寄附物件として受入れたライオンズマン

ション八熊通204号室の全部（愛知県名古屋市

中川区柳川町2004番地17.15㎡（敷地権割合：

697.03㎡の1,898/224,738））を譲渡する。 

丁目 13 番地 1,147 ㎡）を譲渡する。 

・ 高田町団地（外国人教師用宿泊施設）の

跡地の全部（愛知県名古屋市瑞穂区高田町 5

丁目 5番地 490 ㎡）を譲渡する。 

・ 東郷自然観察園の土地の一部（愛知県愛

知郡東郷町大字春木字清水ケ根 4126 番 1 外 

3,716 ㎡）を譲渡する。 

・ 寄附物件として受入れたライオンズマン

ション八熊通 204 号室の全部（愛知県名古屋

市中川区柳川町 2004 番地 17.15 ㎡（敷地権

割合：697.03 ㎡の 1,898/224,738））を譲渡

する。 

・ 四谷通隼人町線の土地の全部（愛知県名

古屋市千種区東元町６丁目１番１ 約 1,000

㎡）を譲渡する。 
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○ その他の変更 ５法人 

・学内組織・制度等の名称変更等に伴う変更 ４法人 

番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

12 
秋田 
大学 

計画 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

４ その他の目標を達成するための措置 

（３）附属学校に関する目標を達成するための措

置 

 
【47】③地域における指導的・モデル的な学校とな
るように，多様な子供たちを受け入れるとともに，
秋田県及び秋田市教育委員会が参加する地域連携
協議会を年１回以上開催して，地域と連携した教
育や研究に取り組み，地域の教育課題の解決に貢
献する。また，外部評価を６年ごとに実施し，そこ
で得られた結果を検証のうえ，改善につなげる。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

４ その他の目標を達成するための措置 

（３）附属学校に関する目標を達成するための

措置 

 
【47】③地域における指導的・モデル的な学校と
なるように，多様な子供たちを受け入れるととも
に，秋田県及び秋田市教育委員会が参加する地域
協働協議会を年１回以上開催して，地域と連携し
た教育や研究に取り組み，地域の教育課題の解決
に貢献する。また，外部評価を６年ごとに実施し，
そこで得られた結果を検証のうえ，改善につなげ
る。 

附属学校のコ
ミュニティ・
スクール化へ
の対応として
「附属学校地
域 連 携 協 議
会」を発展的
に解消し，令
和２年10月１
日から「附属
学校地域協働
協議会」を設
置したため。 

20 
埼玉 
大学 

計画 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１  教育に関する目標を達成するための措置 

（略） 

（３）学生への支援に関する目標を達成するため

の措置 

（支援体制に関する目標を達成するための具体的

措置） 

【６-１】 

○教育機構、学部・研究科が連携して、全学生を対

象に修学や生活に関する意識・ニーズ調査を実施

し、実情を把握・分析する。その調査・分析結果及

び支援分野別の満足度調査の結果を踏まえて、体

制を充実させ新たに設置する統合キャリアセンタ

ーＳＵ（仮称）において、支援活動を改善させてい

くとともに、満足度を向上させる。［１３］ 

（略） 

（経済的支援及び多様な学生の支援に関する目標

を達成するための具体的措置） 

【7-1】 

○統合キャリアセンターＳＵ（仮称）は、経済的困

難のある学生に対する授業料免除、奨学金給貸与

等の対象者の割合やニーズの把握による制度の検

証を行い、適切な支援を行う。［１５］ 

【7-2】 

○統合キャリアセンターＳＵ（仮称）、国際本部は、

学部・研究科と連携して障がいのある学生、外国人

留学生等がどのような援助・支援を要するのか把

握し、個々の事情に応じたきめ細やかな支援を行

う。［１６］ 

（略） 

２  研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を

達成するための措置 

（目指すべき研究水準に関する目標を達成するた

めの具体的措置） 

【11-1】 

○大学院理工学研究科に設置した戦略的研究部門

（ライフ・ナノバイオ領域、グリーン・環境領域、

感性認知支援領域）において、国際共同研究を進

め、高水準の学術論文等その成果を発信するとと

もに、国際共著論文の割合を増やし、強みのある先

端的研究分野として世界水準の研究を推進する。

［22］ 

 

（略） 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

１  教育に関する目標を達成するための措置 

（略） 

（３）学生への支援に関する目標を達成するため

の措置 

（支援体制に関する目標を達成するための具体

的措置） 

【６-１】 

○教育機構、学部・研究科が連携して、全学生を

対象に修学や生活に関する意識・ニーズ調査を実

施し、実情を把握・分析する。その調査・分析結

果及び支援分野別の満足度調査の結果を踏まえ

て、体制を充実させ新たに設置する統合キャリア

センターＳＵにおいて、支援活動を改善させてい

くとともに、満足度を向上させる。［１３］ 

（略） 

（経済的支援及び多様な学生の支援に関する目

標を達成するための具体的措置） 

【7-1】 

○統合キャリアセンターＳＵは、経済的困難のあ

る学生に対する授業料免除、奨学金給貸与等の対

象者の割合やニーズの把握による制度の検証を

行い、適切な支援を行う。［１５］ 

【7-2】 

○統合キャリアセンターＳＵ、国際本部は、学部・

研究科と連携して障がいのある学生、外国人留学

生等がどのような援助・支援を要するのか把握

し、個々の事情に応じたきめ細やかな支援を行

う。［１６］ 

（略） 

２  研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を

達成するための措置 

（目指すべき研究水準に関する目標を達成する

ための具体的措置） 

【11-1】 

○大学院理工学研究科に設置した戦略的研究部

門（ライフ・ナノバイオ領域、グリーン・環境領

域、感性認知支援領域、X線・光赤外線宇宙物理

領域）において、国際共同研究を進め、高水準の

学術論文等その成果を発信するとともに、国際共

著論文の割合を増やし、強みのある先端的研究分

野として世界水準の研究を推進する。［22］ 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○組織名称を

仮称から確定

した名称に変

更。 

 

 

 

 

 

 

 

○組織名称を

仮称から確定

した名称に変

更。 

 

○組織名称を

仮称から確定

した名称に変

更。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○戦略的研究

部門の領域名

称の追加変更 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した

教育・研究に関する目標を達成するための措置 

（社会との連携及び地域を志向した教育・研究に

関する目標を達成するための具体的措置） 

（略） 

【18-2】 

○先端産業国際ラボ（仮称）を設置し、事業化・起

業等を見据えた産学官金の連携による共創スペー

ス等の導入により、地域活性化中核拠点としての

役割を果たす。［36］ 

 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向し

た教育・研究に関する目標を達成するための措置 

（社会との連携及び地域を志向した教育・研究に

関する目標を達成するための具体的措置） 

（略） 

【18-2】 

○先端産業国際ラボラトリーを設置し、事業化・

起業等を見据えた産学官金の連携による共創ス

ペース等の導入により、地域活性化中核拠点とし

ての役割を果たす。［36］ 

 

 

 

 

 

 

 

○組織名称を

仮称から確定

した名称に変

更。 

52 
京都 
大学 

計画 

【45】臨床研究総合センターを活用した、臨床研究

を推進するための支援ツールの提供や支援体制の

充実・強化を行い、新医療の創成につながる医師主

導治験や第２期中期目標期間中に認定を受けた国

家戦略特別区域会議における特例などを活用し、

先進医療、先端医療を新規に 10 件以上実施できる

よう環境を整備する。 

【45】先端医療研究開発機構を活用した、臨床研

究を推進するための支援ツールの提供や支援体

制の充実・強化を行い、新医療の創成につながる

医師主導治験や第２期中期目標期間中に認定を

受けた国家戦略特別区域会議における特例など

を活用し、先進医療、先端医療を新規に 10 件以

上実施できるよう環境を整備する。 

組織改組によ
る名称変更 

82 
琉球 
大学 

計画 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成する

ための措置 

10．教育プログラムの点検と改善を確実なものと

するため、グローバル教育支援機構が中核となり、

IR 推進室と協働して入学から卒業・就職までの学

生データに基づいて、プログラム間の相互評価と

教育改善を行う。 

 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した

教育・研究に関する目標を達成するための措置 

29．「行動するシンクタンク」として地域コーディ

ネータ機能を強化するため、地域連携推進機構に

交流人材センター（仮称）を設置し、企業経営や行

政運営の改善に関する専門人材を配置するととも

に、企業や自治体等との連携体制を構築する。 

４ その他の目標を達成するための措置 

（１）グローバル化に関する目標を達成するため

の措置 

33．アジア・太平洋地域の教育研究機関を中心とし

た環太平洋大学コンソーシアムのネットワークを

形成し、第 3 期中期目標期間中において 10 機関

以上と連携する。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するため

の措置 

47．学長のリーダーシップの下、大学情報の集約・

分析等を担う IR 推進室と連携し、財務諸表等の基

礎データに基づく経営分析や各部局の取組実績の

評価等を通して、大学資源を戦略的・機動的に配分

する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成する

ためにとるべき措置 

３ 法令遵守等に関する目標を達成するための措

置 

67．総合情報処理センターで取得した ISMS（情報

セキュリティマネジメントシステム）制度に基づ

いた運用を行うとともに、情報基盤統括センター

（仮称）として全学的な組織に見直し、情報セキュ

リティの管理体制の整備・信頼性の向上等の取組

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成する

ための措置 

10．教育プログラムの点検と改善を確実なものと

するため、グローバル教育支援機構が中核とな

り、大学評価ＩＲマネジメントセンターと協働し

て入学から卒業・就職までの学生データに基づい

て、プログラム間の相互評価と教育改善を行う。 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した

教育・研究に関する目標を達成するための措置 

29．「行動するシンクタンク」として地域コーデ

ィネータ機能を強化するため、地域連携推進機構

に地域共創人材バンクを設置し、企業経営や行政

運営の改善に関する専門人材を配置するととも

に、企業や自治体等との連携体制を構築する。 

４ その他の目標を達成するための措置 

（１）グローバル化に関する目標を達成するため

の措置 

33．アジア・太平洋地域の教育研究機関を中心と

した島嶼大学間グローバルネットワークを形成

し、第 3 期中期目標期間中において 10 機関以

上と連携する。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するため

の措置 

47．学長のリーダーシップの下、大学情報の集約・

分析等を担う大学評価 IR マネジメントセンター

と連携し、財務諸表等の基礎データに基づく経営

分析や各部局の取組実績の評価等を通して、大学

資源を戦略的・機動的に配分する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成する

ためにとるべき措置 

３ 法令遵守等に関する目標を達成するための措

置 

67．総合情報処理センターで取得した ISMS（情報

セキュリティマネジメントシステム）制度に基づ

いた運用を行うとともに、情報基盤統括センター

として全学的な組織に見直し、情報セキュリティ

の管理体制の整備・信頼性の向上等の取組を強化

する。 

 
 
 
 
 
組織の再編に
伴う変更 
 
 
 
 
 
名称が確定し
たことに伴う
変更 
 
 
 
 
 
 
名称が確定し
たことに伴う
変更 
 
 
 
 
 
 
組織の再編に
伴う変更 
 
 
 
 
 
 
 
名称が確定し
たことに伴う
変更 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

を強化する。 

68．コンプライアンス推進室（仮称）を設置して、

内部統制を強化するとともに、教職員のコンプラ

イアンス意識を高めるため、コンプライアンス研

修等の具体的な諸施策を立案して実施するととも

に、業務方法書に基づくモニタリング（点検・評価）

を恒常的に実施する。 

68．コンプライアンス・危機管理室を設置して、

内部統制を強化するとともに、教職員のコンプラ

イアンス意識を高めるため、コンプライアンス研

修等の具体的な諸施策を立案して実施するとと

もに、業務方法書に基づくモニタリング（点検・

評価）を恒常的に実施する。 

名称が確定し
たことに伴う
変更 
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・その他 １法人 

番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

62 
鳥取 
大学 

目標 

（２）附属病院に関する目標 
16）附属病院の理念「健康の喜びの共有」と
基本方針（医療、教育、研究、地域・社会貢
献、国際化）に基づき、医師、臨床研究者等
の優れた医療人を育成するとともに、質の高
い臨床研究を推進する。 

（２）附属病院に関する目標 
16）附属病院の理念「地域と歩む高度医療の
実践」と基本方針（医療、教育、研究、地域
社会への貢献、国際化、病院経営）に基づき、
医師、臨床研究者等の優れた医療人を育成す
るとともに、質の高い臨床研究を推進する。 

附属病院の理
念と基本方針
の見直しに係
るもの 

 


